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１．検討の背景
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出典：厚生労働省平成27年版少子化社会対策白書

日本の人口構造の推移と見通し

• 2010年の1億2,806万人から長期的に減少傾向。
• 2030年の1億1,662万人を経て、2048年には1億人を割って9,913万人となり、50年後の2060年には8,674

万人になることが見込まれている。



5世界の人口推移（2015年⇒2040年）

出典：自治体戦略2040構想研究会（第1回）事務局提出資料

• 世界の人口はアジア、アフリカを中心に18.3億
人増加。73.8億人から92.1憶人へ。

• アジア全体では人口は増加するが、中国は
人口減少に転じ、人口最大の国はインドに。



6世界の高齢化率の推移

• 世界全体での総人口に占める
65歳以上の者の割合（高齢
化率）は、1950年の5.1％か
ら2015年には8.3％に上昇。
2060年には17.8％にまで上昇
する見込み。

• これまで高齢化が進行してきた
先進地域のほか、開発途上地
域 においても高齢化が急速に
進展する見込み。

出典：厚生労働省平成30年度版高齢化白書



7市町村の将来の人口増減

出典：自治体戦略2040構想研究会（第1回）事務局提出資料

• 人口規模が小さい市区町村ほど65歳以上人口割合、75歳以上人口割合が高い。
• 2040年の都市部の高齢者の割合は、一万人未満の市町村の現在の高齢者割合水準に。



8労働力人口の減少

出典：国土交通省H26国土審議会第2回計画部会資料

• 全国の労働力人口※は、1998年に既にピーク（6,793万人）を越えており、長期的に減少傾向。
• 各地域の労働力人口の推移を比較すると、南関東のみ増加傾向だが、その他の地域は近年減少傾向。特に東

北、 北陸、中国、四国地域でその傾向が大。
※ 満15歳以上で労働する意思と能力を持った人の数



9農地・耕作放棄地面積の推移
• 農地面積は、主に宅地等への転用や荒廃農地の発生などにより年々減少。
• 荒廃農地※１の面積は、平成26年には27万6千ha。そのうち再生利用可能なものが約半分の13万2千ha。
• 耕作放棄地※２の面積は、年々増加。平成27年には42万3千ha。

出典：「荒廃農地の現状と対策について」（平成28年4月、農林水産省）

※２ 抜根、整地、区画整理、客土等により再生することにより、通常の農作業による耕作が可能となると見込まれる荒廃農地
※１ 現に耕作に供されておらず、耕作の放棄により荒廃し、通常の農作業では作物の栽培が客観的に不可能となっている農地



10荒廃農地の発生原因

• 荒廃農地の発生原因は、「高齢化、労働力不足」が最も多く全体の23%、次いで「土地持ち非農家の増加」が
16%、農産物価格の低迷が15%となっている。

出典：「耕作放棄地対策に関する意向及び実態把握調査」（平成27年4月、農林水産省）



11インフラ・公共施設の老朽化

出典：国土交通省WEBページhttp://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/maintenance/02research/02_01.html

• 我が国の社会資本ストックは高度経済成長期に集中的に整備され、今後急速に老朽化することが懸念されている。
• 高度成長期以降に整備された道路橋、トンネル、河川、下水道、港湾等について、今後20年で建設後50年以

上経過する施設の割合が加速度的に高くなる。

建設後50年以上経過する社会資本の割合



12我が国における外国人労働者数の推移
• 我が国における直近外国人労働者数は、急速に増加し、2017年には、128万人（対前年比18%増）

出典：内閣官房「専門的・技術的分野における外国人材の受入れに関するタスクフォース第5回」 内閣府資料



13気候変動の状況（日本・世界）

出典 平成30年版 防災白書

• 日本の年平均気温は、長期的には100年あたり約1.19℃の割合で上昇。特に1990年代以降、高温とな
る年が頻出。

• 世界の年平均気温は、長期的には100年あたり約0.73℃の割合で上昇。特に1990年代半ば以降、高
温となる年が多くなっている。



14大雨・猛暑日の発生状況（日本）

全国の1時間降水量50mm以上の年間発生回数
の経年変化（1976～2017年）

全国の日最高気温35℃以上（猛暑日）の年間日数
の経年変化（1931～2017年）

• 全国の大雨（1時間降水量50mm以上）の年間発生回数は増加。
• 最近10年間（2008～2017年）の平均年間発生回数（約238回）は、統計期間の最初の10年間（

1976～1985 年）の平均年間発生回数（約174回）と比べて約1.4倍に増加。
• 全国の猛暑日（最高気温35℃以上）の年間日数は増加。
• 最近30年間（1988～2017年）の平均年間日数（約2日）は、統計期間の最初の30年間（1931～

1960 年）の平均年間日数（約1日）と比べて約2.0倍に増加。

出典：気象庁WEB https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/extreme/extreme_p.html

棒グラフ（緑）は各年の年間発生回数を示す（全国のアメダスによる観測
値を1000地点あたりに換算した値）。直線（赤）は長期変化傾向（この
期間の平均的な変化傾向）を示す。

棒グラフ（緑）は各年の年間日数を示す（全国13地点における平均で1地点あ
たりの値）。太線（青）は5年移動平均値、直線（赤）は長期変化傾向（こ
の期間の平均的な変化傾向）を示す。



15世界の食糧需給見通し

• 世界の総人口は、2050年には 92億人に達する。
• 92億人を養うためには、食料生産全体を1.55倍引き上げる必要がある。
• このうち、穀物は、29.3億トンとなり、1.65倍の生産増加が必要となる。
• 開発途上国の食料需要は、人口増加や経済発展を背景に2.06倍に増大する。

出典：農林水産省「 ２０５０年における世界の食料需給見通し」（平成24年6月）
http://www.maff.go.jp/j/zyukyu/jki/j_zyukyu_mitosi/pdf/base_line_bunseki.pdf



16我が国及び諸外国における経済規模の推移

出典：平成30年度 情報通信白書

• 長期的にみると、我が国は米国や欧州、インド等と比べて成長率は低迷。
• 今後は新興国・地域をはじめとする外需の成長性を取り込んでいくことがますます重要になる。

主要国の実質GDPの経済規模の推移及び予測

国内主要ICT企業の海外展開状況

• 通信事業者の内需依存度が高いが、近年の海外売上高成長率
は15%以上と高い。

• 電気機器ベンダーは、長年海外展開を推進してきており、安定して
海外売上高比率が高い。

• 精密機器・部材企業は、海外の関連市場の拡大等を背景に成
長期が続いている。



17ICT産業を巡る現状

出典：平成30年度 情報通信白書

• 情報通信産業は我が国経済の成長を牽引。

実質GDP成長率に対する情報通信産業の寄与主な産業の市場規模（名目国内生産額）
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労働生産性の国際比較

・2016年の就業者１人当たり日本の労働生産性は、81,777ドル(834万円／購買力平価(PPP)換算)
・順位はOECD加盟35カ国中21位。主要先進７カ国の中では最下位

OECD加盟諸国の就業者１人当たり労働生産性（2016年／35か国比較）

出典：公益財団法人 日本生産性本部 「労働生産性の国際比較 2017 年版」
※購買力平価（ＰＰＰ）はＯＥＣＤや世界銀行で発表されており、ＯＥＣＤの2016年
の円ドル換算レ－トは1ドル=102.037円



1919テレワークがもたらす効果

 テレワークを積極化している企業の６割以上で労働時間が減少。(※1)

（働き方の見直しを積極的に行っていない場合、労働時間が減少した企業割合は20％程度にとどまる。(※2)）

 労働生産性の伸び率では、テレワーク単体及びテレワークと組み合わせた組み合わせを
行った企業で13～18％程度の生産性が向上している。(※3)
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出典：平成30年度 年次経済財政報告（内閣府）より総務省作成
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（備考）１．（１）（２）とも内閣府（2018）「働き方・教育訓練等に関する企業の意識調査」により作成。
２．（２）の＊＊、＊印はそれぞれ5％、10％水準で有意であることを示す。
３．（２）の労働生産性とは付加価値額を正社員数で除した値。
４．（１）（２）とも「わからない・不明」や「わからない」を除いて集計している。
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20先進テクノロジーのハイプ・サイクル

※１ IRF World Robotics Report 2017年 世界１位。

出典：ガートナー（2018年8月）



2121我が国の科学技術関係予算の推移
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主要国に比べて、我が国の科学技術関係予算の伸びは低調。

科学技術関係予算等に関する国際比較

■主要国の科学技術関係予算の推移 (2000年度を100とした指数)

我が国の科学技術関係予算の推移

出典：平成29年版科学技術要覧

■主要国における研究開発の総支出額

日本円への換算は、各年のIMF為替レート換算による。

国 2000年 2016年

日本 15.3兆円 16.9兆円（1.1倍）

中国
896億元
（1.2兆円）

15.7兆元（17.5倍）
（25.4兆円）

韓国
13.8兆ウォン
（1.3兆円）

69.4兆ウォン（5.0倍）
（6.5兆円）

米国
2,695億ドル
（29兆円）

5,111億ドル（1.9倍）
（55.6兆円）

ドイツ
506億ユーロ
（5兆円）

924億ユーロ（1.8倍）
（11.1兆円）

英国
177億ポンド
（2.9兆円）

332億ポンド（1.9倍）
（4.9兆円）

フラン
ス

310億ユーロ
（3.1兆円）

501億ユーロ（1.6倍）
（6兆円）

出典：OECD Main Science and Technology Indicators



23日本の研究主体別研究費の推移
• 日本の研究費を主体別の使用状況からみると、企業が全体の約70%、大学が約20%、公的機関が約７％

を占めており、この比率はほぼ一定。

出典：経済産業省 我が国の産業技術に関する研究開発活動の動向



24日本の産業部門・大学等の分野別研究比率の推移

• 日本の産業部門の分野別研究費割合の推移をみると、情報通信分野が最多。2007年度以降減少傾向だった
が、2016年度は増加。ライフサイエンス分野及び環境分野はほぼ横ばい。

• 日本の大学等の分野別研究費割合の推移をみると、ライフサイエンス分野の研究費だけが突出して増加傾向。
情報通信分野は減少している。

産業部門の分野別研究比率の推移 大学等の分野別研究比率の推移

出典：経済産業省 我が国の産業技術に関する研究開発活動の動向



25日本の産業部門・大学等の性格別研究比率の推移
• 日本の産業部門の性格別研究比率の推移をみると、応用研究費が減少し、開発研究費が増加傾向。基礎研

究も増加。
• 日本の大学等の性格別研究費割合の推移をみると、直近では応用研究費の割合が減少し、その分開発研究費

の割合が増加。

産業部門の性格別研究比率の推移 大学等の性格別研究比率の推移

出典：経済産業省 我が国の産業技術に関する研究開発活動の動向



2626世界における日本の研究開発の状況

• 中国、インド、ブラジル等新興国や欧米を中心に研究者の国際ネットワークが急激に拡大する一方で、日本
の伸びは低い。

• 国際的に見て引用度の高い論文について量・質とも国際的地位が低下。

世界の研究者の国際ネットワーク（共著関係） 国・地域別論文数、TOP10%補正論文数

出典：通商白書2017 出典：平成30年版科学技術白書



27ICT分野の研究開発費

• 2016年度の情報通信産業の研究費は3兆6,715億円で、企業の研究費のうち27.6%を占める。
• 企業の研究者のうち、情報通信産業の研究者は18万2,976人で、31.2%を占める。

出典：平成30年版 情報通信白書

企業の研究費の割合（2016年度） 企業の研究者数の産業別割合（2016年度）



2828技術開発手法の転換事例

アジャイル開発へのシフト UI/UX・デザイン思考の洗練

クラウドの高機能化に伴いインフラから
上位レイヤに向かって抽象化(利用領
域の拡大）が進み、相対的にUI/UX
に近い領域の開発比重が高まっている。
またエンジニアとデザイナーの垣根が低
くなっており、エンジニアもUI/UXのノウ
ハウを学習する必要がある。

デザイン思考とアジャイル開発は相性が
良い。片方だけではなく両方を実践する。

（KDDI提供資料を基に作成）

• 近年、市場変化スピードの急激な上昇、ソフトウェアが強い企業の優勢等から日本企業の危機感が高まり、ソフト
ウェア力強化、アジャイル開発の導入が進んでいる。

• クラウドの出現で、相対的にインフラ領域からUI/UXに近い領域の開発比重がさらに高まる中で、アジャイル開発と
相性がよい反復型のサービス企画手法（デザイン思考）等のさらなる洗練が必要。



29諸外国における民間の研究開発支出について

順位 企業名 国 産業部門
R&D支出額
(億ユーロ)

対売上高比
(%)

1 SAMSUNG 韓国 電子電気機器 134.4 7.2

2 ALPHABET 米国
ソフトウェア・

コンピューターサービス 133.9 14.5
3 VOLKSWAGEN ドイツ 自動車 131.4 5.7

4 MICROSOFT 米国
ソフトウェア・

コンピューターサービス 122.8 13.3
5 HUAWEI 中国 ハードウェア、機器 113.3 14.7
6 INTEL 米国 ハードウェア、機器 109.2 20.9
7 APPLE 米国 ハードウェア、機器 96.6 5.1
8 ROCHE スイス 医薬品・バイオテクノロジー 88.8 19.5

9
JOHNSON & 
JOHNSON 米国 医薬品・バイオテクノロジー 88.0 13.8

10 DAIMLER ドイツ 自動車 86.6 5.3
11 MERCK US 米国 医薬品・バイオテクノロジー 84.7 25.3

12
TOYOTA 
MOTOR 日本 自動車 78.6 3.6

13 NOVARTIS スイス 医薬品・バイオテクノロジー 73.3 17.5
14 FORD MOTOR 米国 自動車 66.7 5.1

15 FACEBOOK 米国
ソフトウェア・

コンピューターサービス 64.7 19.1
16 PFIZER 米国 医薬品・バイオテクノロジー 61.7 14.1
17 BMW ドイツ 自動車 61.1 6.2

18
GENERAL 
MOTORS 米国 自動車 60. 9 5.0

19
ROBERT 
BOSCH ドイツ 自動車 59.3 7.6

20 SIEMENS ドイツ 電子電気機器 55.4 6.7

出典：2018 Industrial R&D Scoreboard(European Commission)

• 世界で最も研究開発の支出が多い企業トップ
20に日本からトヨタ自動車のみランクイン。

• 日本企業のトップ10は、米国企業のトップ10に
比べると自動車や家電等、従来からものづくりに
強みを持つ企業が多い。また、研究開発費の売
上高比は数パーセント程度。

順位 企業名 産業部門
R&D支出額
(億ユーロ)

対売上高比
(%)

12
TOYOTA 
MOTOR 自動車 78.6 3.6

22
HONDA 
MOTOR 自動車 54.0 4.8

36 PANASONIC 家電 37.1 6.3

37
NISSAN 
MOTOR 自動車 36.6 4.1

39 SONY 家電 33.9 5.4
42 DENSO 自動車 33.0 8.8
55 HITACHI 電子電気機器 24.6 3.6

56 CANON
ハードウェア、

機器 24.4 8.1

58

TAKEDA 
PHARMACE
UTICAL

医薬品・バイオ
テクノロジー 24.0 18.4

78
DAIICHI 
SANKYO

医薬品・バイオ
テクノロジー 17.4 24.6

世界の研究開発支出額トップ２０

日本の研究開発支出額トップ１０

黄色セル部分は、米国の10社。
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順位 企業名
1 Apple Inc.
2 Alphabet Inc
3 Microsoft
4 Amazon.com
5 Tencent
6 Facebook
7 Berkshire Hathaway
8 Alibaba Group
9 Johnson & Johnson

10 Exxon Mobil

順位 企業名
1 Exxon Mobil
2 General Electric
3 Total S.A
4 Microsoft
5 Shell
6 Petrochina
7 AT&T
8 Citi Group
9 BP

10 Bank of America

イスラエルに研究開発拠点を置いている有力企業

2017年の市場総額 世界 TOP10 企業2007年の市場総額 世界 TOP10 企業

: イスラエルに研究開発拠点がある企業

市場規模の世界トップ10社のうち、イスラエルに研究開発拠点を持つ企業は10年で倍増している。
（2007年は、TOP10のうち4社、2017年には10社全てがイスラエルに研究開発拠点を置いている。）

出典：World’s top companies of 2017 by market capitalization
https://tripambitions.wordpress.com/2018/01/14/worlds-top-companies-of-2017-by-market-capitalization/
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1.1

2

1.7

2.2

0 0.5 1 1.5 2 2.5

顧客

サプライヤー

競合企業

企業家・スタートアップ企業

大学・公的研究期間

社内・他部門の社員

オープンイノベーションにおけるパートナー（欧州）

問題・課題設定段階 問題・課題解決段階

1.3

1.5

0.8

0.5

1.6

1.6

1.4

1.7

0.9

0.5

1.4

1.8

0 0.5 1 1.5 2 2.5

顧客

サプライヤー

競合企業

企業家・スタートアップ企業

大学・公的研究期間

社内・他部門の社員

オープン・イノベーションにおけるパートナー（日本）

問題・課題設定段階 問題・課題解決段階

注： 横軸は， イノベーションのプロジェクト（メンバー）以外の外部人材 ・ 組織との知識 ・ ノウハウのやり取りに費やしたすべての時間に占めるそれぞれの時間割合のカテゴリー値（０
＝０％， １＝０超～ 25％未満， ２＝25 ～ 50％未満， ３＝50 ～ 75％未満， ４＝75％以上）の平均。

（日本企業：ｎ=28）
（欧州企業：ｎ=98/97）

オープン・イノベーション活動の実施率(日欧の比較)

日本企業のオープン・イノベー
ション活動への取り組みは、
相対的に不活発。

※ 2014年～2015年にかけて、日本企業101社、欧米企業121社に対する調査を実施。

日本は欧州と比較して、
スタートアップ企業をパートナー
とする大企業が少ない。

オープンイノベーションに関する現状

出典 ： 米山、 渡部、 山内、 真鍋、 岩田 「日米欧企業におけるオープン ・ イノベーション活動の比較研究」 学習院大学経済論集第54巻第1号

連携に必要な情報、
企業間の連携機会が
不足。

連携先を選択するための情報が少ない

連携につながる機会や場が少ない

連携したい技術を持つ相手が少ない

連携のための補助金などの連携支援
策が十分ではない

組織・マネジメント面で自社と適合
する連携先が少ない

その他

連携のための法律や制度の整備
が十分ではない

他組織との連携における課題

出典）文部科学省科学技術・学術政策研究所 「民間企
業の研究活動に関する調査報告 2017」

※資本金1億円以上でかつ社内で研究開発を実
施している企業への調査を実施。
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• ITU-TのSG議長/副議長及びWP議長のポスト数は、上位から中国、韓国、日本となっている。2005年との比
較では、中国・韓国の伸びが顕著。

• ITU-TのSGにおいて議論をリードするラポータの数は、上位から中国、韓国、日本、ドイツ、米国となっている。特
に中国の活動は顕著であり、ラポータ職の引き抜き等も報告されている。

ITU-TにおけるSG議長/副議長及びWP議長の数 ITU-Tにおけるラポータ数（2017年）

中国, 34

韓国, 23

日本, 18

ドイツ, 12
米国, 11

フランス, 7

英国, 3

その他, 46

ラポータ数の上位国

2005年 2019年
日本 17 14
米国 15 7
韓国 8 16
中国 5 18
欧州 40 18
その他 31 84
総数 116 157

議長/副議長の数の上位国

2005年当時、事務局長は内海氏（日本）、次長はブロア氏（ブラジル）
2019年現在、事務局長はザオ氏（中国）、次長はジョンソン氏（英国）
出典： ITU HP（https://www.itu.int/）を基に総務省作成

出典： 一般社団法人情報通信技術委員会「デジュール及びフォーラム標準に
関する標準化活動の強化に資する調査」（2018年3月）を基に総務省作成



33デジュール標準化会合（ISO及びIEC）への出席者の年齢分布

40歳代以下

50歳代
52%

60歳以上
43%

日本

30歳代
15%

40歳代
30%50歳代

46%

60歳以上
9% 韓国

20歳代
3%

30歳代
29%

40歳代
27%

50歳代
40%

60歳以上
1%

中国

40代以下は5%

40代以下が45%

40代以下が59%

出典：
・日本のデータ 経済産業省 第四次産業革命時代に向けた標準化体制
の強化（平成29年2月）
・中国・韓国のデータ 三菱総合研究所「国際標準化に係る中国・韓国の
動向について」（平成28年3月）

• 標準化人材について、日本では高齢化が進む一方で、中国・韓国では若手（40代以下）の活躍が顕著。
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米国 欧州

政府系機関
の活動

• NIST（米国標準技術研究所）は、複数分野に関連する標
準化のとりまとめや調整を実施
例： スマートグリッド（ロードマップやガイドライン等を発表）

クラウド（定義やロードマップ、アーキテクチャの作成・
発表およびワークショップの開催などによる標準化支
援）

政府系機関
の活動

• ETSI（欧州電気通信標準化機構）では、STFs (Specialist 
Task Forces）という専門家グループを構成しており、STFｓは
ETSI TCの下で規格のドラフトの作成など技術的な作業を実施

• ETSIはSTFのメンバーの人件費、旅費を支援（専門家の所属
企業に対して金銭的な補償を行う）

2017年には、合計41のSTFおよびその他の資金提供プロ
ジェクトが動いており、117のサービスプロバイダの旅費や人
件費として、274万ユーロ（約3.5億円）を拠出

• ETSIでは、ISG（Industry Specification Group）という標準化
の前段階にある技術分野を検討するグループを設置
大学や研究機関が参加しやすいルールにより、R&D施策と
標準化の連携や研究成果の取り込みを実施
ETSI外部メンバーも参加可能

標準化事業
の支援

• 各省庁でSDO（Standard Developing Organizations）
の活動支援やSDOの標準化の委託などを実施

人材育成

• ANSI（米国規格協会）は、人材育成を目的として、標準
化に関する教育プログラムを提供
例： University Outreach Program（大学が実施する標

準化に関する講義に対し、教材や規格を提供）

研究開発
支援

• 2018年の商務省（DOC）の政府からの研究開発予算
額は24.7億ドルであり、NISTの研究開発予算額は10.6億
ドル

• ライセンシング、CRADA等のプログラムにより、政府が
有する知財の技術移転を積極的に実施

政策的支援
• NISTにより選定された調達基準に従って、米国政府機

関による調達を行う事で標準化を支援
（米国内外の製品が米国標準に準拠することになる）

研究開発
支援

• Horizon 2020では、2014年～2020年の7年間で、EUから
700億ユーロ（約9兆8400億円）以上の研究開発予算を
拠出

• Industry 4.0では、先端クラスター等に対し、教育研究省
（BMBF）あるいは経済エネルギー省（BMWi）が、1件あ
たり最大2億ユーロ（約281.0億円）を助成

政策的支援

• CEN（欧州標準化委員会）、CENELEC（欧州電気標準化
委員会）、ETSIの3機関が定める欧州統一規格（EN規格）
を欧州各国の国家規格として採用することを義務化

• フォーラムやコンソーシアム等、業界団体が策定した標準を
公共調達に採用できるようにすることを提言

海外政府による標準化活動に対する支援施策概要（１）
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中国 韓国

政府系機関
の活動

• SAC（国家標準化管理委員会）の全国専門標準化技術
委員会の各技術委員会（TC）および分科技術委員会
（SC）が国際標準化を担当（IEC、ISO等に対応）

• 国内標準についても、関連企業が参加する工作組
（Standards Working Group）を関係する省庁の下に設
置（参加は原則として中国企業に限定）

• CATR、CESI等の政府系研究機関による、規格原案の
作成

標準化事業
の支援

• TTA（韓国情報通信技術協会）は、デファクト標準に相当
するフォーラムやコンソーシアムなどに戦略的に対応す
るためのフォーラムを支援

• ICT中小・ベンチャー企業のための技術標準化アドバイ
ザリーサービスを実施

• 主な標準化機構IPR規定集の韓国語訳、海外標準化期
間の動向（月間）、ICT標準化関連情報（主観）を提供

• 技術分野別に標準の企画や活用拡大の全サイクルを総
括して管理する国家標準コーディネータを選定
• スマートグリッド、原子力、電気自動車、スマートメ

ディア、クラウド等の8分野
• その他、以下のような標準化支援事業を実施

• 放送通信標準技術力向上事業（TTA）
• 情報通信標準化および認証支援事業（TTA）
• 国家標準技術力向上事業（KATS）

研究開発
支援

• CCSA（中国通信標準化協会）において、多くの標準化
に関する研究を実施
例： Current Situation Analysis of Communications 

Industry Standardization
Standardization Strategies Research of ICT

人材育成

• CCSAは、会員向けに標準化に関する基礎知識、規格
の書き方、組織における標準の管理、企業における標
準化システムおよび管理などの研究を実施し、標準化人
材の資格を付与

• CCSAは、「CCSA Award for Science and 
Technology」として、毎年標準化関連プロジェクトの評
価と表彰を実施

政策的支援
• 国家標準、部門標準、地方標準、企業標準の4種類があ

り、さらにそれぞれに対して強制標準と任意標準が存在。
国家標準はSACが制定

人材育成

• TTAは、国際標準化の推進に係る専門家の旅費を支援
• 2011年には275名の専門家を認定
• TTAは、人材育成のためのセミナーを実施

例： 標準的な技術セミナーやトレーニング
（2011年18回、1,425人参加）

研究開発
支援

• TTAの2014年の収入961億ウォン（約96.7億円）のうち、
368億ウォン（約37.0億円）が政府からの受託収入

海外政府による標準化活動に対する支援施策概要（２）



36

ボッシュ社はドイツの主導するIndustry 4.0 Platformにおいて、主要技術の開発や他団体と連携した
標準化の実施等フォーラムの標準化活動を主導、独政府はこれを支援

【Industry 4.0 Platformでの国際標準化】

• 2013年4月、ドイツの各業界団体が集い、自国製造業の競
争力向上を目指した検討体“Industry 4.0(I4.0) Platform”を
結成

• 情報 / 製造技術の融合を行い、製造業の生産性向上に必
要な技術開発や標準化議論を進める

【標準化活動への政府の関与】

• ドイツ政府は、I4.0 Platformで採択された有望プロジェクトに
対して、5年間で260億円規模の助成を実施

• 標準化支援活動は教育省を通して実施され、助成金を通し
た技術 / 製品の発掘支援に加え、先端研究を担う人材育
成のための教育プログラム等も併せて提供

【フォーラムにおけるBosch社の動き】

• 検討体の中心として標準化を主導、ボッシュ社開発の機器
管理プラットフォームを中小企業6社に導入し、他企業の導
入を促す等、I4.0に係る実証実験を行う

• 米国におけるI4.0の標準団体であるIICにも加盟、両団体に
おける標準化活動の足並みを揃えることに貢献

企業名

• ドイツ政府が主導する
Industry 4.0 Platformと

いう団体において、工場
の自動化に係る技術の
発展 / 標準規格の策定
活動に携わる

ドイツ / 1886

9兆9,000億円（2017/12）

基本情報 標準化活動の詳細

• 自動車部品・電動工具
の生産・販売

地域/
設立

売上

事業概要

標準化
の概要

標準化
活動主体

Industry 4.0 Platform

諸外国における標準化事例（１）
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【携帯電話の通信方式に関する特許の獲得】

• 米企業の衛星利用による移動電話システム構想に係る技術開
発業務を委託し、通信方式の開発を実施

• その後、符号分割多元接続（CDMA）方式を開発/提案し、同方
式に係る特許技術を発明 / 保有

【政府調達による標準化支援】

• TIA（米国電気通信工業会）は、クアルコム社が開発した
CDMA方式携帯電話システムを、標準規格として採用

• 各国においても同システムの導入が進み、クアルコム社は
自社が推進する規格の標準化により、特許の使用料や製
品/開発技術の提供を通して、収益を確保

【3Gシステムの通信方式に関する標準化活動】

• 第三世代携帯電話システム（3G）の国際標準の策定に向け、NTTド
コモをはじめ様々な企業群が関与/標準化を志向

• 各フォーラムの間で5つの国際標準案が提案され、W-CDMA方式と、
CDMA2000方式の二つが有力とされた

• クアルコム社はCDMA2000方式を推奨、保有するW-CDMA方式の
必須技術に対する特許ライセンスを付与しないことを表明

• 電子機器等に用いられ
る半導体チップの市場
シェアを獲得した後、携
帯電話の通話方式に係
る技術のデジュール標
準獲得を志向

米国 / 1985

2兆4,700億円（2018/09）

基本情報 標準化活動の詳細

• 半導体等の電子機器の
製造/販売

IIC / TIA など

企業名

地域/
設立

売上

事業概要

標準化
の概要

標準化
活動主体

諸外国における標準化事例（２）

クアルコム社は、保有する携帯電話の通信方式の必須技術の標準化活動を実施
CDMA方式携帯電話システムが連邦政府調達基準に採用されることで広く普及
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２．総務省における主な取組
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イノベーション創出に向けて、公募研究等のあり方を見直し

我が国の社会課題解決に向けた重点課題

これまでの技術戦略について

イノベーション創出実現に向けた情報通信政策
の在り方 (H25.1-H26.6) ※１

（中間答申）※２
国・NICTが取り組むべき重点研究開発分野・課題
研究開発と実証実験（技術実証・社会実装）の一体的推進
産学官によるIoT推進体制の構築

（第二次）※３
IoT/ビッグデータ/AI時代の人材育成戦略、標準化戦略
スマートIoT推進戦略（先端的プラットフォーム・ネットワーク構
築）
次世代AI推進戦略（基本戦略、研究開発課題）

（第三次）※４
次世代AI社会実装戦略（言語処理技術、脳情報通信技術等
の取組ロードマップ）
次世代AI×ICTデータビリティ戦略（良質なデータの確保戦略、
データ連携とAIでの利活用方策、多様なAIサービスを支える
基盤の構築）

具体的な取組事例情報通信審議会答申

独創的な人を支援する特別枠「異能ベーション」開始
 ＩＣＴイノベーション創出プログラム「Ｉ-Challenge!」創設
「グローバルコミュニケーション計画」等の開始

ＮＩＣＴ中長期計画の策定
• ソーシャルＩＣＴ革命の推進を目標に掲げる
• 社会を見る、繋ぐ、創る等のキーワードにより取組を整理

重点研究開発プロジェクト
• ネットワーク技術関連 （ H30～光ネットワーク技術、H30～

衛星通信における量子暗号等）
• ＩｏＴ関連（H28～IoT共通基盤技術、H29～IoT/BD/AI情報通

信プラットフォーム等）
• 人工知能関連（H29～次世代人工知能技術、H30～高度対

話エージェント等）

産学官連携体制の強化
• スマートＩｏＴ推進フォーラムの設立

• 研究開発成果の技術実証、社会実証を推進するテストベッ
ドの整備

人材育成の取組
• ユーザ企業等を対象とした各地域でのＩｏＴ講習会
• 若者・スタートアップを対象とした、ハッカソン

新たな情報通信技術戦略の在り方(H27.1～)

※１ 詳細は、P.40を参照。

※２ 詳細は、P.41～43を参照。 ※３ 詳細は、P.44～48。※４ 詳細は、P.49～50。



40イノベーション創出実現に向けた情報通信技術政策の在り方

■ 中間答申（H25.7)では、イノベーション創出の仕組み（国が実施するICT研究開発プロジェクトや公募型研究の実施方法の見直し）や今後

取り組むべきパイロットプロジェクト等につきとりまとめ。総務省では、中間答申を踏まえ、ICT成長戦略の一環として、以下の取組等を推進。

①新たな公募型研究開発プログラム（独創的な人向け特別枠、ICTイノベーション創出チャレンジプログラム）の立ち上げ

②高度道路交通システム（ITS)、スマートなインフラ維持管理に向けたICT基盤等に係る研究開発・実証プロジェクトの推進

■ 2020年の東京オリンピック・パラリンピック開催決定等を踏まえ、引き続き、以下の検討を実施。（下図参照）

①イノベーション創出に向けたICT研究開発の仕組みのさらなる見直し

②2030年の社会課題解決に向け、今後取り組むべき具体的なICT研究開発課題

出典：「「イノべーション創出実現に向けた情報通信技術政策の在り方」に関する情報通信審議会からの最終答申概要」をもとに総務省作成
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最先端のICTによる
好循環サイクルの実現

繋ぐ
社会を

創る
社会（価値）を

社会全体のＩＣＴ化の推進

世界最先端のICTによる
新たな価値の創造

 新たな価値創造を可能とする世界最先端のICTとしては、
• 多様なモノや環境の状況を、センサー等のIoTデバイスや、レーダー等のセンシング技術により把握し（「社会を観る」）、

• それらからの膨大な情報を広域に収集し（「社会を繋ぐ」）、

• ビッグデータ解析を行った上で将来を予測し、多様な社会システムのリアルタイムな自動制御等を行う（「社会（価値）を創る」）

ものが必要。さらに、
• 急増するサイバー攻撃からネットワーク、情報・コンテンツや社会システムを守る情報セキュリティ及び国民の生命・財産を守るための

耐災害ICT基盤を実現し（「社会（生命・財産・情報）を守る」）、

• 将来のイノベーションのシーズを育てる先端的な基盤技術を創出する（「未来を拓く」）

ことが必要。

 次の5年間の研究開発は、このような世界最先端のICTを実現し、それにより「社会全体のＩＣＴ化」を推進することで、

課題解決を超えて新たな価値の創造を目指すことが適当。

 このような「社会全体のICT化」は、 2000年頃に起きた「IT革命」を発展させ、膨大なビッグデータにより将来を予測し、多
様な社会システムの自動化・人間との協働等を目指すものであり、いわば「ソーシャルICT革命」と呼ぶべきもので
ある。

中間答申～新たな情報通信技術戦略の方向性

（例）  ロボットとの協働による、高齢者、障がい者等
多様な社会参加の実現

多言語音声翻訳システムによるグローバルで自
由な交流の進展

 センサー・ビッグデータを活用した、交通・物流
等の社会システムの最適制御

世界最先端の「社会全体のＩＣＴ化」の推進

社会を

観る

守る 拓く未来を社会（生命・財産・情報）を
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未来社会を開拓する世界最先端のICT
社会を

観る 繋ぐ
社会を

創る
社会（価値）を

 センシング＆データ取得基盤分野
 電磁波センシング（超高性能レーダー等）
 センサーネットワーク（IoT2.0等）
 センサー・ソーシャルデータ取得・解析

 統合ICT基盤分野
 コア系（光通信基盤等）
 アクセス系（モバイルNW技術等）

 データ利活用基盤分野
 ビッグデータ解析（人工知能等）
 ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ（自動翻訳等）
 アクチュエーション（ロボット制御等）

フィードバック

守る
社会（生命・財産・情報）を

◆ 情報セキュリティ分野 ◆ 耐災害ICT基盤分野

拓く
未来を

◆ フロンティア研究分野

ICTは国の持続的発展と安全・安心を確保するための基盤であり、次の5年間において、国及びNICTは
基礎的・基盤的な研究開発をしっかりと進めていくことが必要。

中間答申～ソーシャルＩＣＴ革命

ソーシャルICT革命（世界最先端の「社会全体のＩＣＴ化」）による先進的な未来社会の実現
→新たな価値の創造、社会システムの変革

新たなIoT時代に対応した世界最先端のテストベッドを整備し、最新の研究開発成果をテストベッドとして
研究機関やユーザー等に開放することで先進的な研究開発と実証を一体的に推進。
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人工知能による大規模情報分析
自律型走行車

無人航空機

経済活性化・インフラ管理

農業、漁業等 道路・電気・ガス

防災・減災
河川氾濫・土砂崩れゲリラ豪雨・津波

社会が抱える様々な課題

医療・介護・健康 観光

地域活性化

将来の予測

次世代レーダー
による気象観測

社会価値の創造動作・
制御

センシング
（データ収集）

通信量は2020年代に
1,000倍以上に増加

ネットワーク基盤

４Ｇ

５Ｇ

Ｂ５Ｇ

Wi-SUN

ＷｉＦｉ

ＦＴＴＨ

ネットワーク基盤の
処理負荷の爆発的増加

IoT機器とネットワーク基盤

との間で情報伝送の遅延を
最小化する等、革新的な
ネットワーク基盤が必要

ビッグデータ
解析

「ネットワーク
基盤の課題」

産学官連携による総合的なIoT研究開発・実証実験体制の構築
様々なＩｏＴ機器からのセンシング

外部環境変化に対応し、ネットワーク
制御で自律走行

ＩｏＴ
ＩｏＴ

ＩＣＴサービスの多様化

膨大なＩｏＴ機器の
接続ニーズ

ＩｏＴ

ＩｏＴ

情報通信研究機構(NICT)がハブ機能を提供

産
学 官官

最先端のICTテストベッドによる
イノベーション創出環境を構築

歩行者の意思や目的等を理解
して外国人は多言語でアシスト

コミュニケーション
ロボット

高精度制御、悪用防止

中間答申～産学官連携の推進

産学官連携の推進

「ソーシャル ICT 革命」の推進に向けた研究開発やその成果展開等の推進に当たっては、様々な分野・業種との連携・協調が
必要であり、産学官のそれぞれのプレーヤーが連携して、社会全体のICT 化に取り組んで行くことが必要。
ＩＣＴテストベッドを核として、共通的なICT プラットフォーム技術等の確立や先進的社会実証を総合的に推進するため、
社会全体のICT化を目指した産学官によるIoT推進体制として、「スマートIoT推進協議会（仮称）」の創設を検討。

セキュリティ

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&frm=1&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&docid=3uTft4PTuag6KM&tbnid=mB5Oi9v55vHqnM:&ved=0CAcQjRw&url=http://pixta.jp/tags/%E5%9C%9F%E7%A0%82%E5%B4%A9%E3%82%8C?search_type=2&ei=_r8oVM-fNeLR7QbssYHAAg&bvm=bv.76247554,d.ZGU&psig=AFQjCNErR6jMU4LeO8OC1u2l2uk7DGVLzQ&ust=1412043090441631
http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&frm=1&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&docid=3uTft4PTuag6KM&tbnid=mB5Oi9v55vHqnM:&ved=0CAcQjRw&url=http://pixta.jp/tags/%E5%9C%9F%E7%A0%82%E5%B4%A9%E3%82%8C?search_type=2&ei=_r8oVM-fNeLR7QbssYHAAg&bvm=bv.76247554,d.ZGU&psig=AFQjCNErR6jMU4LeO8OC1u2l2uk7DGVLzQ&ust=1412043090441631


44第二次中間答申～人工知能分野の基本戦略

 我が国が人工知能分野で国際競争力を確保していくため、
①様々な分野で蓄積されているIoTデータを集める仕組みを早期に構築し、高品質なビッグデータ／スモールデータ
を集積。

②これを基に革新的な人工知能技術として新たなアルゴリズム、脳型AIチップ等の開発を加速するとともに、新しい
サービスやビジネスの創出を促進。

 また、集積される大規模なIoTデータの中から、③大学等の若手研究者が自由に扱えるオープンデータを整備する
ことにより、独創的なアイデアの創出を促進するとともに、データサイエンティストや倫理的問題等を扱える人材を
早急に育成。

新たなサービスや
ビジネスの創出、
社会実装の加速化

宇宙・気象・地形・

環境データ

高次脳機能観測
データ

WebやSNS等の

テキストデータ

NWセキュリティ

計測システム整備

データ化処理

計測フォーマット整備

AI基盤理論・
ソフトウエア開発

AI基盤理論・
ソフトウエア検証

アーキテク
チャ開発 素子開発

材料開発

AI-Hardware開発課題

IoT DataLife Log 健康・医療
データ

倫理・セキュリティ･
先取権課題解決

物流

交通

消費活動

社会行動

データ

IoTデータ集積関連課題

AI-Software開発課題

計測体制･人材整備

新たなアルゴリズム、
脳型AIチップ等の開発

社会システム
への実装

①高品質なビッグデータ／
スモールデータの戦略的
な集積

人材育成

分 析
高品質なビッグデータ

高品質なスモールデータ
大学研究・人材育成の
ためのオープンデータ



45第二次中間答申～脳科学の知見を取り入れた人工知能の飛躍的な発展方策

① 脳に学ぶマルチモーダル人工知能技術

視覚、聴覚から触覚への拡張により身体性を獲得、さらに
運動制御や言語処理を高度化

③ 脳に学ぶ桁違いの消費エネルギーで駆動する人工知能

桁違いの省エネルギー実現のための、アーキテクチャ、
回路レベルから計算アルゴリズムまでの全面見直し

② 超小型軽量低電力の人工知能チップ

脳情報科学の知見に基づく脳型コンピューティング研究と
脳神経回路を模倣する電子回路技術研究を連携

アルファ碁は1000
CPUと200GPUを駆
使して約25万Wの

電力を消費する。
一方、人間の脳は
1W程度のエネル

ギー消費で同じ情
報処理を行ってい
る。
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特定サービス毎の垂直統合に
よる囲い込みに対応するため、
① 特定サービスに依存しない、

データ収集・利用、デバイス
管理

② 異なるベンダー間の相互
接続性の確保

③ サービスの重要度に応じた
ネットワークの資源配分と
接続の信頼性確保

＊超低遅延（1ms程度）
＊超多数同時接続

（100万台/km2）
＊超高速（10Gbps）
＊自動走行

（100km/h,128台/km2）
＊次世代ＡＩ（ＡＩ＋脳科学）
＊ユースケースに即した上記

機能の選択・対応 等

アクセスネットワーク

コアネットワーク

自動車ロボット

エッジ
コンピューティング

ウェアラブル
端末 カメラセンサー

クラウド クラウド

家電

センシング アクチュエーション

ｽﾏｰﾄｼﾃｨ/ｽﾏｰﾄﾊｳｽ
自律型ﾓﾋﾞﾘﾃｨ(自動車,
ﾛﾎﾞｯﾄ,ﾄﾞﾛｰﾝ,農機･建機 等)
ﾍﾙｽｹｱ/ｽﾏｰﾄ農業/
公共ｲﾝﾌﾗ

アーキテクチャ（ユースケース）

Wi-SUN/ZigBee/Wi-fi/Bluetooth/Ethernet

エリアネットワーク

共通プラットフォーム

アクセスネットワーク

ゲートウェイ

ネットワーク

５Ｇ

ハンドオーバー、位置制御

ダイナミック
マップ

第二次中間答申～先端的なＩｏＴの共通プラットフォーム・ネットワークの開発

 共通プラットフォームの開発

 ネットワークの開発

多様な運用要件への対応
（方式別、サービス別等）

＜ネットワーク仮想化（SDN/NFV）＞
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2016 2020 2030 2040

数値データ処理
人間・システムモデル化

認識能力関係
一般物体認識・環境認識 原始的シンボルグラウンディング

IoTセンサデータの活用 センサデータによる部分最適化 社会全体の最適化

人間の表情・感情認識 スモールデータ学習による認識

文化・社会的背景を考慮・認識

運動能力関係

高度なゲーム・タスク遂行 深い背景知識を要するタスク 文化・社会的背景を要するタスク

自律移動・周辺環境構造化

安全マニピュレーション

安全ロコモーション 移動が社会の中に組み込み

脳の情報処理研究が加速 認知モデルが部分的に解明 認知モデルが概ね解明

計算機システム等
の必要なハードウェア

センサ類の高度化 スマートアクチュエータ等 脳型デバイス

社会知解析技術

自律的社会知解析技術 特化型対話ロボットシステム 汎用対話型意思決定支援技術自
然
言
語
処
理

の
高
度
化

リアルタイム社会知解析
システムの開発、実証

音声翻訳技術 多分野化・多言語化 同時通訳・言語自動判別等 汎言語化・文脈理解

革新的知能分野

既存の手法を改良した高度な学習アルゴリズムの開発／
全く新しい疎・不完全・超高次元データから高精度学習を実現するアルゴリズム開発

サイエンス分野
との連携

倫理的・社会的
課題への対応

人材育成

学習アルゴリズムの選択／調整の自動化及びハードウェアを考慮した学習技術の開発

複数のサイエンス分野の飛躍的発達への対応の研究

プライバシー・説明責任を考慮した人工知能技術の開発

ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
に
基
づ
く

AI

データサイエンティスト等の人材等の育成

情報通信基盤の
高度化への適用

ネットワークのダイナミック制御等のための人工知能技術の開発

剛体・柔軟物マニピュレーション マニピュレーションのモジュール化

【参考】 次世代人工知能技術のロードマップ（ビッグデータに基づくＡＩ）
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2016 2020 2030 2040

トップダウン研究
Brain(Function)
Inspired
Computing

認知レベル 意思決定レベル 自律行動レベル

脳
科
学
の
知
見
に
基
づ
く
AI

大脳皮質領野機能のモデル化と
APCMの実現

短期記憶（海馬）モデル化
と脳型キャッシュの実現

HAPIモデルの実現
とBMI連携

大脳基底核等大脳辺縁系
モデル化

APCM連携モデルの確立
とACM実現

自律型環境認知
意思決定システム
の実現(IDCDM)

軌道設計モデルの実現（ICM）

体性感覚・運動計画モデルの実現
（MCAM)

超
小
型
軽
量
低
電
力
の
Ａ
Ｉ
チ
ッ
プ
の
開
発

ボトムアップ研究
Neuro
Morphic
Computing

マイクロカラムレベル マクロカラム・領野レベル 大脳皮質～全脳レベル

ニューロモルフィック回路
基本モジュールの実現

ビルディングブロック
モジュールの実現

大脳機能以外（小脳・大脳辺縁系）の
ニューロモルフィックモジュールの実現

大脳１領野のニューロ
モルフィック回路実現

大脳辺縁系のニューロ
モルフィック回路の実現 全脳レベルニューロモルフィック

システムの実現

身体性・ロボット

高次脳機能の
認識と応用

可搬型脳機能計測
脳の身体性の解明 身体性に基づく動作の実現

あらゆる機器への浸透
（ドローン、ロボット、車、飛行機等）

AI for Brain Science

Brain Science for AI

脳情報データベースの整備

エンコード
モデル

身体性情報処理
エンコード
モデル

自然動画認識

エンコード
モデル

コミュニケーション脳

深層学習・スパースモデリング 脳に学ぶAI技術構築・検証 次世代AI技術

TrueAI WBM

脳情報データベース

自然活動
刺激セット

Brain-Life-log

ApCM: Artificial partial Cortex Module(Machine)
ACM: Artificial Cortex Module(Machine)
HAPI    : Human AI Programing Interface

MCAM: Mortal Cortex Area Model（Machine)
CM: Integrated Cerebellum Model (Machine)
WBM: Whole Brain Machine 

IDCDM: Integrated  Developmental Cognitive and
Decision making Model(Machine)

BMI      : Brain Machine Interface

セキュリティ

宇宙・電磁波環境

Neuromorphic-circuit
脳型アーキテクチャの実装

ゆらぎアーキテクチャ Beyond Brainアーキテクチャ
消費エネルギー

エンコード
モデル

自然言語認識

新奇AIの検証

AIテストベッド

新奇AI

自然言語処理
の高度化

脳科学に学ぶAIの実践

【参考】 次世代人工知能技術のロードマップ（脳科学の知見に基づくＡＩ）



49第三次中間答申～『次世代AI社会実装戦略』 『次世代AI×ICTデータビリティ戦略』

次世代AI社会実装戦略

次世代AI×ICTデータビリティ戦略

言語×ICT
→ 言語分野のデータ利活用

宇宙×ICT
→ 宇宙分野のデータ利活用

文脈理解を行うAI

ヒトの感性を理解するAI

意思決定ができるAI

意味理解を行うAI

言語処理技術、脳情報通信技術等の取組ロードマップ
• 両技術の研究開発と社会実装をロードマップに基づき
オールジャパンで推進

次世代AI×ICTﾃﾞｰﾀﾋﾞﾘﾃｨ

• プライバシー保護、データセキュリティ確保、データ形式等の
共通化・互換性確保、前処理の効率化のための研究開発

① ユーザ企業等のデータ利活用方策
• ユーザ企業等のIoTスキル向上とベンダとのマッチング推進
• 生産分野や社会インフラ分野におけるワイヤレスIoT化の推進

② 言語、脳情報、宇宙分野のデータ利活用方策
• 官民に蓄積されたデータの発掘・収集
• 出口分野も含めたデータ駆動型の産学官連携

③ NICTにおけるデータ提供の推進
• ワンストップのデータ提供・社会実装コンサルティング

ユーザ×ICT
→ ユーザ企業等の データ利活用

脳×ICT
→ 脳情報分野のデータ利活用

『次世代AI』

『葉』

＝

（１）重要分野の良質なデータを戦略的に確保する方策

（２）異分野データを連携させて安全、利便性高く、
AIで利活用可能とするための方策

多種多様なAIサービスを支える
新たな基盤の構築

（３）多種多様なAIサービスを支える新たな基盤の構築
• Society 5.0ネットワーク統合基盤の構築（ＡＩ×５Ｇ）
• オープンな日本語の次世代対話プラットフォームの構築

重要分野のデータ確保、
異分野データ連携の推進

次世代AIの社会実装

『ICTﾃﾞｰﾀ利活用環境』
（ICTﾃﾞｰﾀﾋﾞﾘﾃｨ）

『根』

＝

・Society5.0実現に向けた熾烈な国際競争の中で、我が国社会の生産性向上と豊かで安心な生活を実現するため、NICTの最先端の言語処理技術、
脳情報通信技術等の次世代AIの社会実装を図ることが喫緊の課題である。（安倍総理の指示で設置された人工知能技術戦略会議の下で、
総務省は我が国の言語処理技術、脳情報通信技術、革新的ネットワーク等の研究開発と社会実装を担当する。）

・また、その駆動力となるユーザ企業等の多様な現場データ、言語、脳情報、宇宙等の重要分野の良質なデータを戦略的に確保するとともに、
異分野データを連携させて、安全、利便性高くAIで利活用し、価値創出を図るための環境整備（「ICTデータビリティ」）を推進することが必要である。

・このため、『次世代AI社会実装戦略』、 『次世代AI×ICTデータビリティ戦略』を一体的に取りまとめる。
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2017 2020 2030

第三次中間答申～次世代AI社会実装戦略 （取組のロードマップ）

自
然
言
語
処
理
技
術
と

脳
情
報
通
信
技
術
の
融
合

対話プラットフォームの社会実装

自
然
言
語
処
理
技
術

自律的社会知解析技術

対話エンジンの高度化

多分野化・多言語化

同時通訳・ビジネス通訳

次世代高度対話技術

多言語音声翻訳技術

ユーザの意図、情動、背景等各
種属性の推定および活用技術

次世代対話プラットフォーム

学習データの整備学習データの蓄積

擬似的人格生成技術および擬似的人格に従った対話を行う
技術の開発

脳
情
報
通
信
技
術

脳情報データベースの基盤構築

深層学習・スパースモデリング 脳に学ぶAI技術構築・検証
次世代
AI技術

脳科学に学ぶAIの実践

視覚情報・聴覚情報

認知内容

感性情報

動作・行動情報

高次脳機能の認識と応用
（脳情報のエンコード（ENC）
/デコード（DEC）技術）

身体性・ロボット 可搬型脳機能計測
脳の身体性の解明

身体性に基づく動作の実現

視覚情報・聴覚情報（応用）

認知内容（応用）

感性情報（応用）

脳情報データベースの運用
脳情報データベース

脳情報データベースのデータ整備・増強

人工脳モデルによるプラットフォームの応用
脳機能モデル化

脳情報 ENC/DEC技術

あらゆる機器への浸透
（ドローン、ロボット、車、飛行機等）

質問応答、仮説推論技術等、テキ
ストの分析・活用技術の改良・改善

高度な専門的知識に関する推論技術

社会知活用型対話エージェント技術

リアルタイム社会知解析システ
ムの開発実証

一文を越えた知識（話者、話題、文化理解）の活用に基づく文章翻訳

周
辺

技
術

マン・マシン・
インターフェイス

ヒトとマシンが
よりそう社会

楽しい人や天才
を育てる社会

グローバルに
活躍できる社会

若者に受け入れられる
高齢化社会

家事
・介護ロボット

BMI
コネクティッド

ホーム

各種IoT
デバイス

自動車
スマホ、AIス
ピーカー

コミュニケー
ションロボット

AR、
VRデバイス

IoT・ｾﾝｼﾝｸﾞ技術

目指すべき社会

「会話」と「快適」を結ぶ
「未来コミュニケーション」

自然言語処理技術、脳情報通信技術への波及効果

脳情報 ENC/DEC 技術高度化(多様性・精度向上）

脳モデル化による
次世代A I技術の
ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｽﾀﾃﾞｨ
（ 映 像 解 析 等 ）



51Society 5.0等の実現に向けた総務省の主な研究開発スキーム

企業・
大学等

課題指定型

研究テーマも含めて公募を行い、
研究を委託

実用化に向け、あらかじめ研究課題、
目標等を設定した上で、研究を委託

① ICT重点技術の研究開発プロジェクト

共同研究等

②競争的研究資金によるイノベーション
創出に向けた支援

③国立研究開発法人情報通信研究機構
（NICT)による研究開発

総務省が示す中長期目標に基づく研究
開発を、運営費交付金により実施

課題公募型

総合科学技術・
イノベーション
会議（CSTI）

統合イノベーション
戦略

ＳＩＰ ＰＲＩＳＭ

・ネットワーク分野
・AI分野 等

・SCOPE
・異能vationプログラム
・ I-Challenge! 等

統合イノベーション
戦略推進会議

科学技術基本計画

関係本部
（IT、知財、健康・医療、

宇宙、海洋）
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 2020年以降、8Kコンテンツのインターネット配信、遠隔医療等の普及により通信需要が爆発的に増大。(2030年
には現在の100倍)

 現行デジタルコヒーレントのみによる基幹網の強化だけでは将来の大容量化への対応が困難。
⇒ 基幹網からアクセス網まで総合的な大容量化・高効率化を実現する革新的光通信技術の開発が急務

 ①毎秒5テラビット級光伝送技術(現行主流技術の50倍)、②マルチコアファイバ光伝送技術、③高効率光アクセ
ス技術の研究開発を実施予定。
⇒ 最先端技術にいち早く取り組む事で、国際競争力強化。 【平成３０年度予算：９．５億円】

WDM

コア・メトロNW

FTTH

光アクセス

集約トラフィックの増大
・伝送方式検討
・一括増幅技術
・ケーブル化等要素基盤技術

2030年頃には１Pbpsに！

データセンター

遠隔医療

８Ｋ映像

スマートフォン

①5Tbps級高速大容量・低消費電力光伝送技術

②マルチコア大容量光伝送システム技術

FTTHサービス ビジネス向け
サービス

モバイル向け
サービス

IoTサービス

監視・制御技術

最適構成技術
大容量アクセス伝送技術

光FE・
・
・

DSP

DSP

DSP

マルチキャリア連携
符号化・補償

マルチDSP連携

最先端プロセス
における回路最適化

超高密度波長
多重伝送

マルチキャリア連携
光信号処理による

信号分離

③高効率光アクセスメトロ技術

※1 WDM(Wavelength Division Multiplexing): 波長分割多重
※2 DSP(Digital Signal Processing): デジタル信号処理(回路)
※3 FTTH(Fiber to the Home): 光ファイバを個人宅まで引き込む光アクセス網構成

※1

※2
基幹網

※3

新たな社会インフラを担う革新的光ネットワーク技術の研究開発
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研究開発

○ 研究開発委託者：

パナソニック(株)、日本電信電話(株)、(研)情報通信研究機構、パナソニック
ソリューションテクノロジー(株)、(株)KDDI総合研究所、(株)みらい翻訳

（その他、ＮＴＴ東日本、京浜急行電鉄、東京メトロ、全国ハイヤータクシー連合会、
鳥取県ハイヤー協同組合、東京大学附属病院国際診療部、パナソニックシステム
ネットワークス（株）、日立製作所、富士通等が、実証に協力予定）

○ 平成２７年８月２４日～ プロジェクト開始

翻訳自動学習技術
雑音抑圧技術

特殊文字認識技術
位置情報を活用した
翻訳精度向上技術

利活用実証

・確実に社会に浸透させるため、様々な場面で求
められる機能（お年寄りにもやさしいユーザインタ
フェースなど）を開発

○ 利活用実証委託者：

(株)リクルートライフスタイル、(株)リクルートコミュ
ニケーションズ、 (株)ATR-Trek

○ 多言語音声翻訳システムの普及に向けて、毎
年度公募により選定した全国各地の観光地等で
利活用実証を実施。

○ 利活用実証は平成29年度まで実施

・社会実装するために必要な４つの技術課題について研究開発を行う
とともに、当該研究開発に必要な技術実証を実際のフィールドで実施

・「言葉の壁」を取り除き、自由でグローバルなコミュニケーションを実現するため、多言語音声翻訳技術で翻訳可能な
言語を拡大するとともに、翻訳精度を実用レベルまで向上させる。
・病院など将来の事業化を前提とした実フィールドでの社会実証に取り組む。
（平成27年度～平成31年度（５カ年））

平成29年度実施地域
・千葉県大多喜町
・北海道富良野市
・大阪府大阪市
・石川県金沢市

（平成27年度～31年度） （平成27年度～29年度）

グローバルコミュニケーション計画の推進－多言語音声翻訳技術の研究開発及び社会実証－

【平成３０年度予算：７．０億円】
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平成30年度実施プログラム

戦略的情報通信研究開発推進事業（SCOPE）
情報通信技術（ＩＣＴ）分野において新規性に富む研究開発課題を大学・国立研究開発法人・企業・地方公共団体の研究機関

などから広く公募し、外部有識者による選考評価の上、研究を委託する競争的資金。これにより、未来社会における新たな価値
創造、若手ＩＣＴ研究者の育成、ＩＣＴの利活用による地域の活性化等を推進。

Strategic Information and Communications R&D Promotion Programme （SCOPE)
（１）重点領域型研究開発（ICT重点研究開発分野推進型）

情報通信審議会「新たな情報通信技術戦略の在り方」第1次中間答申（平成27年7
月28日）及び第2次中間答申（平成28年7月7日）を踏まえ、IoT/BD/AI時代に対応
して、技術実証・社会実装を意識した、新たな価値の創造や社会システムの変革を
もたらすＩＣＴの研究開発課題

（3年枠）基礎的な段階からのボトムアップ的な研究開発を想定

（2年枠）早期の実用化及び社会展開を目的としてフェーズⅡより実施

（２）ＩＣＴ研究者育成型研究開発（中小企業枠・若手研究者枠）

ＩＣＴ分野の中小企業の斬新な技術を発掘するために、中小企業の研究者が提案
する研究開発課題や、ICT分野の研究者として次世代を担う若手人材を育成するた
めに、若手研究者（個人又はグループ）が提案する研究開発課題

（３）電波有効利用促進型研究開発

（先進的電波有効利用型）

電波の有効利用に資する先進的かつ独創的な研究開発課題

（先進的電波有効利用型（社会展開促進型））

電波をIoTシステムの構築や社会展開を促進し、新たなワイヤレスビジネスの創
出を意識した研究開発課題

（若手ワイヤレス研究者等育成型）

若手研究者または中小企業の研究者が提案する電波の有効利用に資する先
進的かつ独創的な研究開発課題

【平成３０年度予算：１５．５億円】

（４）国際標準獲得型研究開発

ＩＣＴ分野における研究開発成果の国際標準化や実用化を加速し、イノベーション
の創出や国際競争力の強化に資するため、外国の研究機関と連携して実施する
研究開発課題
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プログラムICT分野において、破壊的な地球規模の価値創造を生み出すために、大いなる可能性がある
奇想天外でアンビシャスな技術課題への挑戦を支援。閉塞感を打破し、異色多様性を拓くもの

プログラム評価委員会： プログラムの評価、審査の適正性評価、スーパーバイザー等委員会の承認

総務省
業務実施機関 （(株)角川アスキー総合研究所）

平成30年度応募受付期間：５月22日～７月20日

11,420件（破壊的な挑戦部門：980件、ジェネレーションアワード部門；10,440件）の応募がありました。

55



56I-Challenge! 事業概要

■ 「I-Challenge!」 “ICTイノベーション創出チャレンジプログラム”
• ベンチャー企業や大学等による新技術を用いた事業化への挑戦を支援

プロトタイプ
試作・デモ

知的財産化 検証

ビジネスモデルの実証

大企業等との
マッチング

ライセンシング

ＩＰＯ
Ｍ＆Ａ

新サービス
投入

民間資金の呼び込み

コンセプト検証 (PoC : Proof of Concept)

事業化

チームを組んでビジネスモデルの実証に取り組む

事業化支援の専門家

事業化を目指す
ベンチャー企業等

【事業イメージ】

ベンチャー企業等への補助金：7,000万円以内※（間接経費（最大30％）を含む)
（補助率：企業…2/3、大学等…10/10）

ベンチャー企業・大学等 事業化支援の専門家

※平成30年度は５件程度の採択を想定。１件あたり、１年間で5,000万円程度の補助額で運用。

公
募
（
常
時
応
募
可
能
）

【平成３０年度予算：２．６億円】
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【安定的な地方税財政基盤の確保】
・一般財源総額の確保 ・地方法人課税の偏在是正 ・地方行財政改革の推進

前提となる時代認識
Society5.0の到来 ／ 限界まで進んだ東京一極集中が孕むリスク、地方の疲弊 ／ 多発する災害

持続可能な地域社会の実現
～Society5.0の様々な可能性を活用する地域へ【地域力の強化】～

ICTプラットフォーム

Society5.0を支える技術

安心して暮らせる地域づくり

担い手の確保就業の場の確保

生活サービスの確保

＜遠隔医療＞＜自動翻訳＞

＜災害対応ﾛﾎﾞｯﾄ＞

【地域コミュニティの維持】

【地域の安心・安全の確保】

若者たちの「生活
環境を変えたい」
という意識の変化

5G、光ファイバ、IoT
サイバーセキュリティ等

出典：総務省 地域力強化戦略本部（第1回資料）

「Society5.0時代の地方」の実現



58改（仮称）

ICT分野において、破壊的な地球規模の価値創造を生み出すために、大いなる可能性がある奇想天外で
アンビシャスな技術課題への挑戦を支援。全国地域の「Ambitious Technical Goalsへの挑戦」を地球の隅々
まで発信。

イベント参加等に
よる国際展開

対象者：大いなる可
能性のあるICT課題
に挑戦する者

応募要件：年齢制
限なし、国籍不問

挑戦者
<異色多様性の拡大>

技術課題の
公募

・自薦/他薦
・日本で活躍したい
海外人材

・異能プレスクール

公募 支援 <異能クラブの創設>
<地球規模の発信>

オウンドメディア等
を用いた発信

地域
異能プレス
クール（仮称）

の設定

支援額：300万円（上限）
期間：１年間
採択件数：10件程度（想定)
評価：スーパーバイザーの

直感による絶対評価

審査
破壊的技術
課題への挑戦

を支援
評価 審査

異能クラブ
（仮称）
加入

地域における異能候補生を発掘し、地域発の破壊的イノベーションの種を育成。地域ICTクラブと連携

 プレスクールでは、「地域異能型グランドチャレンジ（仮称）」イベントを開催。
Xプライズ※方式の「地元企業の特色を活かした課題設定型コンテスト」等

 総本山となる異能クラブ（仮称）と連携することにより、地域活動を全国区に。

※ Xプライズとは、1995年に米国で設立されたXプライズ財団が行っている、さまざまな分野における課題に対する解決策を競うコンテスト。
有名なものに、2004年に開催された民間による最初の有人弾道宇宙飛行を競うコンテストである「Ansari X Prize」等がある。
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「重点領域型研究開発」を「社会展開指向型研究開発」に改編して、
研究開発提案の採択段階から実用化・社会実装を目指す研究開発への重点化を図る

平成３１年度 ＳＣＯＰＥ改革のポイント （１／２）

（旧重点領域型研究開発）社会展開指向型研究開発

発見・科学的知見 実用性検証実現可能性 製品化 製品展開（国内・国外）

死の谷
研 究 開 発 事 業 化 ・ 産 業 化

コンセプト実証 開発

実
用
化
・
社
会
実
装

戦略的情報通信研究開発
支援事業 （SCOPE）

基礎研究 実用化研究 製品化研究 事業展開

社会展開指向型研究開発
■ポイント

「実用化研究」「製品化研究」段階の研究開
発提案を採択段階から重点的に採択する

平成３０年度までの重点領域型研究開発

基礎研究から製品化研究までの幅広い段
階の研究開発課題提案を採択してきた。



60平成３１年度 ＳＣＯＰＥ改革のポイント （２／２）

（旧 ＩＣＴ研究者育成型研究開発）ＩＣＴ基礎・育成型研究開発

■ポイント２： 「１年枠」の採択件数を３倍増

◎研究費３００万円（１年間）の１年枠の採択件数を５件から１５件に
⇒小規模ではあるが、短期間で成果の出る研究開発を支援
⇒ＩＣＴ分野の若手研究者が自ら研究費を獲得できる機会を拡大

■ ポイント１：多段階選抜方式の導入

①初年度採択件数を２．５倍（６件→１５件）とし、採択機会を拡大
⇒若手研究者や中小企業等の斬新な技術を幅広に発掘

②１年目終了時に選抜評価
⇒選択と集中による研究開発費用の効率的執行に資する

１０００万円/年 最長３年間
１年目 ３００万円
２～３年目 １０００万円/年 最長２年間

「若手ＩＣＴ研究者等育成型研究開発」を「ＩＣＴ基礎・育成型研究開発」に改編して、将来の
ICT分野の研究開発活動の担い手である若手研究者の研究費獲得の機会を拡大する
（参考）「科学技術イノベーション総合戦略2017」（平成29年６月閣議決定）、「統合イノベーション戦略」（平成30年６月閣議決定）

中小企業等の斬新な技術の発掘を強化して、ICT分野の基礎的技術の発展に寄与する
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プロトタイプ
試作・デモ

知的財産化 検証

ビジネスモデルの実証

大企業等との
マッチング

ライセンシング

ＩＰＯ
Ｍ＆Ａ

新サービス
投入

民間資金の呼び込み

コンセプト検証 (PoC : Proof of Concept)

事業化
技術シーズを持ち、かつ
本気で事業意思のある
事業者（ベンチャーを含む）

研究開発機関への補助金

研究開発機関 事業化支援機関

研究開発機関

・採択、終了等の評価
・事業運営へのアドバイス 等評価・運営委員会弁護士、ＶＣ等の目利き

事業化支援機関

ビジネスモデルの検討、知財
の扱い等をサポート

I-Challenge! に係る今後の検討の方向性

地域が抱える様々な課題解決に
資する新たな技術シーズを実証

イノベーション創出に向け、事業化への「死の谷」を乗り越えるため、ベンチャー企業や大学等による新技術を用いた事業化への挑戦を支
援。地域の課題解決に資する新たな技術シーズの事業化支援の重視のほか、過去の失敗を踏まえた提案を評価する等、再チャレンジも
積極的に容認。

再チャレンジも
積極的に容認

自治体・ユーザー等
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３．政府全体の科学技術政策の動向



6363
（平成28年1月22日閣議決定）

第５期科学技術基本計画 （概要）
■ 「科学技術基本計画」は、科学技術基本法に基づき政府が策定する、10年先を見通した５年間の科学技術の振興に関する総合的な計画
■ 第５期基本計画（平成28年度～32年度）は、総合科学技術・イノベーション会議（ＣＳＴＩ）として初めての計画であり、「科学技術イノベーション政策」を強力に推進
■ 本基本計画を、政府、学界、産業界、国民といった幅広い関係者が共に実行する計画として位置付け、我が国を「世界で最もイノベーションに適した国」へと導く

第1章 基本的考え方
(1) 現状認識

(4) 基本方針

① 持続的な成長と地域社会の自律的発展
② 国及び国民の安全・安心の確保と豊かで質の高い生活の実現
③ 地球規模課題への対応と世界の発展への貢献
④ 知の資産の持続的創出

■ ＩＣＴの進化等により、社会・経済の構造が日々大きく変化する「大変革時代」が到来
・既存の枠組みにとらわれない市場・ビジネス等の登場 ・「もの」から「コト」へ、価値観の多様化
・知識・価値の創造プロセス変化（オープンイノベーションの重視、オープンサイエンスの潮流）等

■ 国内外の課題が増大、複雑化（エネルギー制約、少子高齢化、地域の疲弊、自然災害、安全
保障環境の変化、地球規模課題の深刻化など）

(3) 目指すべき国の姿
■ 基本計画によりどのような国を
実現するのかを提示

① 第５期科学技術基本計画の４本柱
ⅰ）未来の産業創造と社会変革

(2) 世界に先駆けた「超スマート社会」の実現（Society 5.0）

(3) 「超スマート社会」の競争力向上と基盤技術の戦略的強化

■ 世界では、ものづくり分野を中心に、ネットワークやＩｏＴを活用していく取組が打ち出されている。
我が国ではその活用を、ものづくりだけでなく様々な分野に広げ、経済成長や健康長寿の形成、さらに
は社会変革につなげていく。また、科学技術の成果のあらゆる分野や領域への浸透を促し、ビジネス
力の強化、サービスの質の向上につなげる

■ サイバー空間とフィジカル空間（現実社会）が高度に融合した「超スマート社会」を未来の姿として
共有し、その実現に向けた一連の取組を「Society 5.0」※とし、更に深化させつつ強力に推進

■ サービスや事業の「システム化」、システムの高度化、複数のシステム間の連携協調が必要であり、産
学官・関係府省連携の下、共通的なプラットフォーム（超スマート社会サービスプラットフォーム）構築
に必要となる取組を推進

■ 競争力の維持・強化に向け、知的財産・国際標準化戦略、基盤技術、人材等を強化
■ システムのパッケージ輸出促進を通じ、新ビジネスを創出し、課題先進国であることを強みに変える
■ 基盤技術については、超スマート社会サービスプラットフォームに必要となる技術（サイバーセキュリティ、
ＩｏＴシステム構築、ビッグデータ解析、ＡＩ、デバイスなど）と、新たな価値創出のコアとなる強みを
有する技術（ロボット、センサ、バイオテクノロジー、素材・ナノテクノロジー、光・量子など）について、中
長期視野から高い達成目標を設定し、その強化を図る

※ 狩猟社会、農耕社会、工業社会、情報社会に続くような新たな社会を生み出す変革を科学技術イノベーションが先導していく、という意味を持つ

超スマート社会とは、
「必要なもの・サービスを、必要な人に、
必要な時に、必要なだけ提供し、社会の
様々なニーズにきめ細かに対応でき、あら
ゆる人が質の高いサービスを受けられ、年
齢、性別、地域、言語といった様々な違
いを乗り越え、活き活きと快適に暮らすこ
とのできる社会」であり、人々に豊かさをも
たらすことが期待される⇒ こうした中、科学技術イノベーションの推進が必要（科学技術の多義性を踏まえ成果を適切に活用）

ⅲ）基盤的な力の強化
ⅱ）経済・社会的な課題への対応
ⅳ）人材、知、資金の好循環システムの構築

※ ⅰ～ⅳの推進に際し、科学技術外交とも一体となり、戦略的に国際展開を図る視点が不可欠

第2章 未来の産業創造と社会変革に向けた新たな価値創出の取組
自ら大きな変化を起こし、大変革時代を先導していくため、非連続なイノベーションを生み出す
研究開発と、新しい価値やサービスが次々と創出される「超スマート社会」を世界に先駆けて実
現するための仕組み作りを強化する。

(1) 未来に果敢に挑戦する研究開発と人材の強化（略）

国内又は地球規模で顕在化している課題に先手を打って対応するため、国が重要な政策課
題を設定し、課題解決に向けた科学技術イノベーションの取組を進める。

第3章 経済・社会的課題への対応

今後起こり得る様々な変化に対して柔軟かつ的確に対応するため、若手人材の育成・活躍促
進と大学の改革・機能強化を中心に、基盤的な力の抜本的強化に向けた取組を進める。

第4章 科学技術イノベーションの基盤的な力の強化

第5章 ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創出に向けた人材、知、資金の好循環ｼｽﾃﾑの構築
国内外の人材、知、資金を活用し、新しい価値の創出とその社会実装を迅速に進めるため、
企業、大学、公的研究機関の本格的連携とベンチャー企業の創出強化等を通じて、人材、知、
資金があらゆる壁を乗り越え循環し、イノベーションが生み出されるシステム構築を進める。

第6章 科学技術イノベーションと社会との関係深化
科学技術イノベーションの推進に当たり、社会の多様なステークホルダーとの対話と協働に取り組む。

科学技術イノベーションの主要な実行主体である大学及び国立研究開発法人の改革・機能強
化と科学技術イノベーション政策の推進体制の強化を図るとともに、研究開発投資を確保する。

第7章 科学技術イノベーションの推進機能の強化
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健康立国のための
地域における人と

くらしシステム

効率的で効果的な
インフラ維持管理・

更新の実現

構造材料●
（航空機材料）

革新的
材料開発技術

革新的
介護・くらし
支援技術

革新的
医療・創薬技術

水資源

リサイクル

革新的
おもてなし
関連技術

革新的
自動車交通技術

●インフラ

●エネキャリ

革新的
蓄エネルギー技術

水素等 蓄電池

高機能材料

次世代自動走行

有機素材

基盤技術

データベース構築・利活用技術

●農業

革新的
バイオ産業
基盤技術

ゲノムデザイン

革新的
食料生産
流通技術
気候変動予測

ゲノム情報

ロボット/遠隔作業

育種

センシング

革新的3次元
地図情報活用技術

Ｇ空間

自動走行●

AI/IoT/ビッグデータ活用

センシング

遠隔医療・介護支援

ウェアラブルﾊﾞｲｵセンサー

●パワエレ

自然災害に
対する強靱な
社会の実現

地球環境情報
プラットフォーム

スマート
生産システム

スマート・
フードチェーン

システム

その他
おもてなし
システム

新たな
ものづくり
システム

統合型
材料開発
システム

エネルギー
バリューチェーンの

最適化

高度道路
交通システム

●海洋
革新的

気候変動
適応技術

気候変動予測

被害把握・予測

各種観測

触媒

循環技術

分離

エネルギーシステム統合技術

3Dプリンタ

自動翻訳
接客ロボット

テロ対策

サイバーセキュリティ

革新的

再生可能エネルギー

プロセッシング

革新的
資源管理・

自然言語処理

革新的

省エネデバイス 各種省エネ技術

●燃焼

AI/IoT/ビッグデータ活用

AI/IoT/ビッグデータ活用

AI/IoT/ビッグデータ活用

AI/IoT/ビッグデータ活用

革新的素材

健康等情報活用

AI/IoT/ビッグデータ活用

●防災

設計生産● ロボット

ネットワーク

構造材料●
（MI）

System of Systems

フィジカル空間基盤技術
処理デバイスアクチュエータセンサ 光・量子ロボティクス

AI / IoT / ビッグデータ
サイバー空間基盤技術

i-construction

革新的
建設/インフラ

維持管理技術

自律協調

遠隔作業

防災・減災技術
革新的

各種観測
被害把握・予測

災害対応ロボット

AI/IoT/ビッグデータ活用

保安・セキュリティ技術
革新的

省エネルギー技術

創エネルギー技術

革新的
資源探査・
開発技術

ものづくり技術
革新的

●サイバー

ICTプラット
フォーム技術

AI / IoT / ビッグデータがSociety5.0を支える基盤技術

※ H30年度開始の官民研究開発投資拡大プログラム(PRISM)におけるターゲット領域

● ：現行SIP事業
：ターゲット領域候補*

：主な要素技術・アプリケーション

：Society5.0実現のための11システム
※科学技術イノベーション総合戦略2015で策定

：30年度に設定することが望ましい
ターゲット領域候補



65統合イノベーション戦略（概要）

 世界で破壊的イノベーションが進展し、ゲームの構造が一変、過去の延長線上の政策では世界に勝てず
 第５期基本計画（Plan）・総合戦略2017（Do）の取組を評価（Check）し、今後とるべき取組（Action）を提示
 硬直的な経済社会構造から脱却、我が国の強みを生かしつつ、Society 5.0の実現に向けて「全体最適な経済社会構造」を柔軟かつ自律的に見出す社会を創造
 そのため「グローバル目標」「論理的道筋」「時間軸」を示し、基礎研究から社会実装・国際展開までを「一気通貫」で実行するべく「政策を統合」
 イノベーション関連の司令塔機能強化を図る観点から「統合イノベーション戦略推進会議」を2018年夏を目途に設置し、横断的かつ実質的な調整・推進機能を構築

政府事業・制度等における
イノベーション化の推進

 新技術の積極的活用（ｲﾉﾍﾞ転換）、制度整備、
規制改革等、政府事業・制度等におけるｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
化が恒常的に行われる仕組みの構築

 CSTIの情報集約・分析機能の強化

世界水準の創業環境の実現
 日本型の研究開発型ﾍﾞﾝﾁｬｰ・ｴｺｼｽﾃﾑの構築
（人材流動化促進の方策の検討等）
 起業家育成から起業、事業化、成長段階まで

スピード感のある一貫した支援環境の構築
（産業界・政府系機関・官民ファンドの連携強化等）
 ムーンショットを生み出す環境整備
（表彰等のアワード型研究開発支援の検討等）

強化すべき分野での展開
各分野における取組の推進

○AI技術
 全ﾚﾍﾞﾙでの桁違いの規模での人材育成
 自前主義から脱却した戦略的研究開発

（農業／健康・医療・介護／建設／防災・減災／製造等）
 人間中心のAI社会原則の策定
○バイオテクノロジー
 2019年夏を目指し新たなバイオ戦略を策定
（「ﾃﾞｰﾀ駆動型」技術開発等に先行的に着手）

○環境エネルギー
 ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙな視点での目標の達成に向けた道筋の構

築（ｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ、創ｴﾈﾙｷﾞｰ・蓄ｴﾈﾙｷﾞｰ、
水素を重点的に実施）

○安全・安心
 我が国の優れた科学技術を幅広く活用し、様々な

脅威に対する総合的な安全保障を実現
○農業
 ｽﾏｰﾄ農業技術、ｽﾏｰﾄﾌｰﾄﾞﾁｪｰﾝｼｽﾃﾑの国内外への

展開（ﾀｰｹﾞｯﾄを明確化し国際展開を見据え実施）
○その他の重要な分野
 光・量子／健康・医療／海洋／宇宙等の分野の

取組をSIP等を活用し着実に推進

SDGs達成のための
科学技術イノベーションの推進

（STI for SDGs）
 国内ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟを2019年央までに策定
（国内実行計画として活用、世界へ発信）

 各国のﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ策定への支援
 我が国の科学技術ｼｰｽﾞと国内外のﾆｰｽﾞ

を結びつけるﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの在り方の検討

我が国の課題解決
モデルを世界へ

大学改革等によるｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ・ｴｺｼｽﾃﾑの創出
 経営環境の改善
（大学連携・再編の推進、大学ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽｺｰﾄﾞの策定、民間

資金獲得等に応じて運営費交付金の配分のﾒﾘﾊﾘ付け等
によるｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞの仕組みの導入等）

 人材流動性の向上・若手の活躍機会創出
（新規採用教員は年俸制を原則導入するなど、国立大学

の教員について年俸制を拡大、ｸﾛｽｱﾎﾟｲﾝﾄﾒﾝﾄ制度の積極
的な活用等）

 研究生産性の向上
（競争的研究費の一体的な見直し（科研費等の若手

への重点化、挑戦的な研究の促進等）等）
 ボーダレスな挑戦（国際化、大型産学連携）
（外国企業との連携に係るｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの策定等）

戦略的な研究開発の推進
 非連続的なｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝを生み出す研究開発を継続的・

安定的に推進

 知の源泉から国際展開までの取組を通
じた課題解決モデルの提示

 国際標準化、ｵｰﾌﾟﾝ･ｱﾝﾄﾞ･ｸﾛｰｽﾞ戦略
等を考慮した取組の推進

－ 世界の潮流・我が国の課題と強み ー

－ 統合イノベーション戦略の基本的な考え方 －
 政策の統合により、知・制度・財政の基盤三本柱を改革・強化しつつ、我が国の制度・慣習を柔軟に「全体最適化」
 「世界で最もイノベーションに適した国」を実現、各国が直面する課題の解決モデルを我が国が世界に先駆けて提示

 世界に先駆け、包括的官民データ連携基盤を整備（AIを活用、欧米等と連携）
 オープンサイエンス（研究ﾃﾞｰﾀの管理・利活用）／ 証拠に基づく政策立案（EBPM・関連データの収集・蓄積・利活用）知の源泉

 知的資産（データや人材など）が国力の鍵に
 情報空間（ｻｲﾊﾞｰ）／現実空間（ﾌｨｼﾞｶﾙ）／

心理空間（ﾌﾞﾚｲﾝ等）の際限ない融合

 社会ｲﾝﾌﾗとしての分野間ﾃﾞｰﾀ連携基盤の未整備
 IT人材の質・量の絶対的不足

 製造、医療、農業等の質の高い現場から得られる
豊富なデータ

【世界の潮流】

【我が国の強み】

「知」の融合

【我が国の課題】

「破壊的イノベーション」と「創業カンブリア紀」

 基礎から社会実装に至るまでの時間が大幅に短縮
 研究開発型ﾍﾞﾝﾁｬｰの誕生・急速な成長
 各国独自の多様なｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ・ｴｺｼｽﾃﾑの登場
 ICTｻｰﾋﾞｽ中心に発展してきたﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの現実空間（流通、

自動車、医療、農業、ｴﾈﾙｷﾞｰ等）への拡大

 相対的に不十分な大学改革と低い研究生産性
 研究開発型ﾍﾞﾝﾁｬｰの数・規模等世界に大きく劣後

 大学・研究機関のいまだ高い研究開発力
 産業界の優れた技術と潤沢な資金

【 世 界 の 潮 流 】

【我が国の課題】

【我が国の強み】

国際的な対応 ～浮かび上がる光と影～

 各国とも研究開発投資、教育改革、安全保障政策、貿易投資政策等を総動員し
た大胆な政策の展開

 SDGs達成への期待
 イノベーションの影としての格差拡大、覇権争い

 硬直的な経済社会構造／国際化の極端な遅れ

 環境先進国となった実績、課題先進国としての世界のﾓﾃﾞﾙとなる好機
 東南ｱｼﾞｱの発展等を支えた実績／ｱｼﾞｱ・中東・欧米等における安定的な経済社会

関係

【 世 界 の 潮 流 】

【我が国の強み】

【我が国の課題】

知の創造 知の社会実装 知の国際展開



66－ 主要目標と主要施策 ー

【主要目標】
 経営環境の改善
• 2023年度までに研究大学における外部理事を複数登用する法人数を2017年度

の水準から倍増

 人材流動性の向上・若手の活躍機会創出
• 2023年度までに研究大学の40歳未満の本務教員割合を３割以上

 研究生産性の向上
• 2023年までに研究大学の教員一人当たりの論文数・総論文数を増やしつつ、総論

文数に占めるTop10%補正論文数の割合を12％以上

 ボーダレスな挑戦（国際化、大型産学連携）
• 2023年度までにTop10%補正論文数における国際共著論文数の増加率を欧米

程度

【主要施策】
 経営環境の改善
• 大学連携・再編の推進（2019年度中に国立大学法人法を改正し一法人複数国

立大学経営を可能化等）
• 2019年度中に大学ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽｺｰﾄﾞの策定
• 民間資金獲得等に応じて運営費交付金の配分のﾒﾘﾊﾘ付け等による ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞの

仕組みについて2018年度中に検討し、早急に試行的導入

 人材流動性の向上・若手の活躍機会創出
• 新規採用教員は年俸制を原則導入するなど、国立大学の教員について年俸制を拡

大（厳格な業績評価に基づく年俸制の完全導入を 目指す）
• ｸﾛｽｱﾎﾟｲﾝﾄﾒﾝﾄ制度の積極的な活用

 研究生産性の向上
• 競争的研究費の一体的な見直し（科研費等の若手への重点化、 挑戦的な研究

の促進等）

 ボーダレスな挑戦（国際化、大型産学連携）
• 2019年度に外国企業との連携に係るｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの策定

【主要施策】
• SIPについてﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ強化を図りつつ、PRISMと併せて強力に推進
• ImPACTの研究開発手法を改善・強化し、関係府省庁に普及・定着
• 非連続的なｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝを生み出す研究開発を継続的・安定的に推進
＜SIPの具体的な取組例＞
• 光・量子技術基盤「光・量子を活用したSociety 5.0実現化技術」
• 海洋「革新的深海資源調査技術」
＜PRISMの具体的な取組例＞
• サイバー空間基盤技術（AI／IoT／ビッグデータ）
＜ImPACTの具体的な取組例＞
• 超薄膜化・強靭化「しなやかﾀﾌﾎﾟﾘﾏｰ」の実現
• 量子人工脳を量子ﾈｯﾄﾜｰｸでつなぐ高度知識社会基盤の実現 深海資源調査技術の開発

【主要目標】
• 研究開発型ﾍﾞﾝﾁｬｰの創業環境を世界最高水準の米国

又は中国並みに整備
• 企業価値又は時価総額が10億ドル以上となる、未上場ﾍﾞ

ﾝﾁｬｰ企業（ﾕﾆｺｰﾝ）又は上場ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業を2023年まで
に20社創出

【主要施策】
 日本型の研究開発型ﾍﾞﾝﾁｬｰ・ｴｺｼｽﾃﾑの構築
• 単線型のｷｬﾘｱﾊﾟｽの見直し等の人材流動化促進方策の

検討
• 大企業・大学等とベンチャー企業との間で対等な協業・連

携の促進方策の検討

 一貫した支援環境の構築
• 産業界・政府系機関・官民ファンドの連携強化（協力協

定締結による官民間の情報共有化、公的機関の申請窓
口一元化）

 ムーンショットを生み出す環境整備
• 表彰等のｱﾜｰﾄﾞ型研究開発支援の検討
• 技術等の進展に応じた法規制の見直し

【主要目標】
 新たな技術の積極的活用
• 公共調達における先進技術導入について2030年までにﾗ

ﾝｷﾝｸﾞを世界最高水準へ

 研究開発投資の促進
• 研究開発投資目標の達成（対GDP比１％ （約26兆

円※と試算） （政府）、４％（官民））

 世界で最もｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝに適した国の実現
• 世界銀行のﾋﾞｼﾞﾈｽ環境ﾗﾝｷﾝｸﾞを2020年までに先進国

３位以内（現状24位）

 先進国最高水準の生産性上昇率達成
• 2020年に我が国の生産性の伸びを倍増

【主要施策】
• CSTIの情報集約・分析機能等の強化
• ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ導入・制度の見直しの提案に基づき、各府省庁が一体と

なって点検・改革
• 2018年度内に新技術導入促進のための公共調達ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの策

定

知の創造 知の社会実装 知の国際展開

＜分野ごとのデータ連携基盤の具体的な取組例＞
• （健康・医療・介護）健康長寿社会の形成に向けたﾃﾞｰﾀ利活用基盤を2020年度から本格稼働
• （自動運転）ﾀﾞｲﾅﾐｯｸﾏｯﾌﾟの検証・有効性を確認しつつ技術仕様を策定、国際標準化の推進

• （海洋）MDAの能力強化として、AUV等の開発とともに、海洋情報共有ｼｽﾃﾑを整備
• （宇宙）各種衛星等のｲﾝﾌﾗ整備と併せ、衛星ﾃﾞｰﾀ等の産業利用を促進する衛星ﾃﾞｰﾀﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑを整備

【主要目標】
• 分野間ﾃﾞｰﾀ連携基盤を３年以内に整備、５年以内に本格稼働
（本格稼働に合わせ、AI解析可能化）

【主要施策】
• 官民一体となって分野間ﾃﾞｰﾀ連携基盤を整備し、特定分野・ｴﾘｱで実証
• 分野間ﾃﾞｰﾀ連携に必要なｾｷｭﾘﾃｨ機能の確保、個人ﾃﾞｰﾀの円滑な越境移転の確保
• 分野ごとのﾃﾞｰﾀ連携基盤を整備し、分野間ﾃﾞｰﾀ連携基盤と相互運用性を確保

【主要目標】
• 研究ﾃﾞｰﾀの管理・公開・検索を促進するｼｽﾃﾑを2020年度から運用開始
• 管理・利活用のための方針・計画を策定（国研が2020年度までに方針を策定）

知の源泉

【主要目標】
• ｴﾋﾞﾃﾞﾝｽｼｽﾃﾑを構築し、2019年度までに政府内利用、2020年度までに国立大学・研究開発法

人内利用の開始

【主要目標】
• 我が国の科学技術ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝを活用し、2030

年までにSDGsの17目標を達成、その後も更
なる取組を継続して範を提示・世界を牽引

【主要施策】
• 世界に先駆けSTI for SDGsﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟを

2019年央までに策定、世界発信
• 各国のﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ策定への支援
• 政府の各種計画・戦略への反映
• 我が国の科学技術ｼｰｽﾞと国内外の ﾆｰｽﾞを結

びつけるﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの在り方を検討

【主要施策】
 課題解決モデルの提示
• 政府事業・制度等におけるｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ化が恒常

的に行われる仕組みの構築
• 官民が一体となって構築する、様々な分野の垣

根を越えてつながるﾃﾞｰﾀ連携基盤の本格稼働

 国際標準化、ｵｰﾌﾟﾝ･ｱﾝﾄﾞ･ｸﾛｰｽﾞ戦略等を
考慮した取組の推進

※一定の前提を基に試算した際の
第５期基本計画期間中に必要と
なる総額

大学改革等によるｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ・ｴｺｼｽﾃﾑの創出 世界水準の創業環境の実現

政府事業・制度等における
イノベーション化の推進

必須の社会インフラとなるデータ連携基盤の整備 オープンサイエンスのための基盤の整備

証拠に基づく政策立案（EBPM）等の推進

SDGs達成のための
科学技術イノベーションの推進

（STI for SDGs）

我が国の課題解決
モデルを世界へ

戦略的な研究開発の推進

【主要目標】
 人材基盤の確立
• 2025年までに先端IT人材を年数万人規模、IT人材を年数十万人規模で

育成・採用
• 2032年までに全ての生徒がITﾘﾃﾗｼｰを獲得

 戦略的な技術開発等の推進
• 分野ごとのデータ連携基盤を活用し、AI技術の社会実装を2022年までに

実現

【主要施策】
 人材基盤の確立（全ﾚﾍﾞﾙで桁違いの規模）
＜先端IT人材（ﾄｯﾌﾟ・棟梁ﾚﾍﾞﾙ）＞
• SIP／PRISM等の活用開始
• 初等中等教育段階での理数ﾄｯﾌﾟ人材育成支援策の具体化
＜先端IT人材（独り立ち・見習いﾚﾍ゙ ﾙ）・一般IT人材＞
• 第四次産業革命スキル習得講座の拡充
• ６拠点大学と他大学との連携でｶﾘｷｭﾗﾑ開発に着手、ｵﾝﾗｲﾝ教材・授業の

共用、拡大策の策定
＜国民一般＞
• ICT支援員を2022年度までに４校に１名配置

 戦略的な技術開発等の推進
• ﾃﾞｰﾀ連携基盤活用による社会実装
• 2018年中に取組の明確化・重点化

 2018年度中に人間中心のAI社会原則を策定

【主要目標】
• 本分野のﾃﾞｰﾀ連携基盤と新たなｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑの枠組みを３年以内

に構築
• 世界で太刀打ちできる再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの発電単価等を実現
• 世界に先駆けた水素社会を実現（2050年に水素導入量500万~1000

万t＋α、2030年にｱﾝﾓﾆｱ導入量300万t、2050年に化石燃料並の発電ｺ
ｽﾄ）

【主要施策】
• ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙな視点での目標の達成に向けた道筋の構築（ｴﾈﾏﾈｼｽﾃﾑ、創ｴﾈ・

蓄ｴﾈ、水素を重点的に実施）
• CO2ﾌﾘｰｱﾝﾓﾆｱﾊﾞﾘｭｰﾁｪｰﾝ構築に向けた検討着手
• ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ視点でのｴﾈﾙｷﾞｰ・気候変動外交の展開

【主要目標】
• 2025年までにほぼ全ての担い手がﾃﾞｰﾀを活用、ｽﾏｰﾄ農業技術の1000億

円以上の市場獲得
• 2019年までに農林水産物・食品の輸出額を１兆円に増大させ、その実績

を基に、新たに2030年に５兆円の実現を目指す目標を掲げる

＜研究開発分野例＞
• 農業
• 健康・医療・介護
• 建設
• 防災・減災
• 製造

【主要施策】
• 様々な脅威に対する総合的な安全保障を実現するための「知る」「育てる」

「守る」「生かす」の取組の推進

【主要施策】
• 2019年夏を目指し新たなバイオ戦略を策定
• 「ﾃﾞｰﾀ駆動型」技術開発等に先行的に着手

ｽﾏｰﾄ農業技術・ｼｽﾃﾑの国内外への展開（農業）

国及び国民の安全・安心の確保（安全・安心）

ﾊﾞｲｵｴｺﾉﾐｰや雇用の創出（ﾊﾞｲｵﾃｸﾉﾛｼﾞｰ）

光・量子／健康・医療／海洋／宇宙等の重要な
分野の取組をSIP等を活用し着実に推進

ﾊﾟﾘ協定「２℃目標」の達成（環境ｴﾈﾙｷﾞｰ）

あらゆるシーンでのAI活用（AI技術）

強化すべき分野での展開
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 人工知能技術戦略会議にて実行計画を策定したものの、熾烈な国際競争下で世界に伍していくためには、さらに
強力なリーダーシップと機動力が不可欠。

 統合イノベーション戦略推進会議の下、実行力のある有識者会議を設置し、世界に伍する本格的な計画を策定す
る必要あり。

 したがって、今後、政治レベルの統合イノベーション戦略推進会議を最大限活用し、計画策定を強力に実行。

イノベーション政策強化推進のための有識者会議「ＡＩ戦略」（ＡＩ戦略実行会議）

これまで

総
務
省

文
科
省

農
水
省

経
産
省

厚
労
省

Ｃ
Ｓ
Ｔ
Ｉ

人工知能技術戦略会議
○議長：安西祐一郎
（日本学術振興会顧問）
○構成員

・２国立大学総長
・関係府省所管法人理事長
・経団連委員会委員長

発
展
・
強
化

９月以降

国
交
省

機動力に課題
指示報告

イノベーション政策強化推進チーム
○チーム長

和泉総理大臣補佐官
○構成員

各司令塔・各省庁局長・審議官級
○事務局（イノベーション推進室）

統合イノベーション戦略推進会議
議長：官房長官、議長代理：科技大臣

有識者会議（ AI戦略）

知
財
本
部

健
康
・
医

療
本
部

海
洋
本
部

宇
宙
本
部

Ｃ
Ｓ
Ｔ
Ｉ

各
省
庁

Ｉ
Ｔ
本
部

提言

○座長：安西祐一郎
○構成員

•北野宏明
•神成淳司

■イノベーション政策強化推進のための有識者会議「ＡＩ戦略」（ＡＩ戦略実行会議）
○座長：安西祐一郎（日本学術振興会顧問）
構成員：北野宏明（ソニーコンピュータサイエンス研究所社長）、神成淳司（慶應大教授/副政府CIO）

○タスク
・AIで実現すべき社会の絵姿を実現するための５年後の出口戦略（施策の方向性）を策定
・出口戦略を踏まえ、各省へ既存施策の見直しを含む当面3年間に必要となる施策（AI戦略パッケージ）を提言
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【教育改革】 学校教育改革・大学改革と連動した、AI・数理・データサイエンス教育の拡充（民間活用含む）
 文理を問わず普通高校、専門高校、高等専門学校等のAI・数理・データサイエンス教育の抜本的充実、理数系教員の拡充、高等学校教育全般における

STEAM教育の充実による文理分断からの脱却
 大学入試改革（大学全学部に数学、情報Ⅰ科目の採用）
 AI・数理・データサイエンス教育を3年以内に大学全学部学生に必修化（オンライン教材や民間人の活用等）
 あらゆる分野においてAI・数理・データサイエンスの知見を活用できる人材を輩出する、大学・大学院の仕組み/体制整備

 文理関係なく自らの専門分野とAI・数理・データサイエンスを学んだダブルメジャー、メジャー・マイナー等の学位制度を全面的に導入（例：農学xAI、生物学xAI、経済学xAI、心理学xAI、デザインxAI等）
 優れた人材が企業・行政等で活躍できる環境の整備（PBL、採用時インセンティブ、高待遇事例※4・組織におけるキャリアパス等）
 輩出する人材の質を担保するためのレベルを認証する仕組み/体制を整備し、AI・数理・データサイエンスに係る一定以上の質の大学科目を認定し、科目履修修了時に修了証を発行

 リカレント教育による社会人へのAI・数理・データサイエンス教育の充実

【研究開発】 世界随一の研究開発環境の構築・推進
 戦略的研究開発プログラムと裾野の広い創発的基礎研究の推進

 「既存のAI研究開発（国立研究開発法人、各省、関連組織等）・SIP・PRISM」の早急な棚卸し・リソースの再配分
 戦略I:全体戦略に基づくアーキテクチャ設計、一気通貫したAI研究開発・社会実装プログラムの立ち上げ（1.ビジネス、農業、健康医療介護、インフラ、

インクルージョン、研究開発へのAI応用等, 2. 産業構造の抜本的転換のためのAI研究開発，3. 国研、大学や民間の研究開発・起業を連携, 4.サン
ドボックス制度等も活用し規制改革も並行して現実の社会課題を解決等)

 戦略II: 次世代のイニシアチブをとれるムーンショットなテーマによる先駆的研究開発の推進
 創発：多様な創発的基礎研究支援の拡充、ダブルメジャー制度の活用による創発的基礎・応用研究の振興
 国際的に競争力のある労働・雇用環境等の整備（特に将来を担う若手研究者への対応を率先して実施）

 AI工学
 工学的見地に基づく、ビッグデータ（データの品質保証）、IoT（チップレベルでの保証）等に関する検討と持続的な検証体制の推進

 データ利活用環境の整備とデータ集約
 SIPの研究成果等も活用した、分野毎、分野間データ連携基盤の整備・推進
 AIの全面展開に対応したサイバーセキュリティの研究開発
 セキュアで、スマート、トレーサブルな契約・決済基盤・データ流通システムの整備・推進

【社会実装】 中長期的な戦略・アーキテクチャに基づく標準化・社会実装・地域活性化
 研究成果の早期社会受容

 国民一人ひとりがデータをコントロールする社会を見据えたアーキテクチャ設計、研究開発実装及び社会システム構築（政策立案、規制緩和、戦略的な
国際標準化の推進など） >> 重要課題分野から推進

 関連法整備も含む次世代データ利活用環境の推進（サイバーセキュリティ、データ連携基盤、ブロックチェーンによるスマート契約・決済基盤、超低オー
バーヘッド決済システムなど）、超高速ネットワーク網の整備・強化

 多様性を内包した生活・ビジネス環境の構築
 斬新なアイデアによる起業を後押しする自由度の高い、セーフティネットを確保した創業支援
 多様な背景の人々の多様なライフスタイルをサポートするインクルージョン・テクノロジー

 成果の国際展開
 国際プレゼンスの向上（Showcaseなどを通じた情報発信）

人工知能技術戦略 産業化ロードマップ(2017年～)
生産性：新しいｻｰﾋﾞｽ･製品が次々と生み出させる社会
健康/医療･介護：健康長寿を楽しむ社会
空間の移動：安全に自由な移動が可能となる社会

我が国は、米中等に後れ
世界各国において、政府によるAI戦略策定が進展

英国

フランス

ドイツ

中国

米国

○AI戦略（2018年3月）
・2022年までに総額15億ユーロ(約2,000億円※2)を投資
・PBL(Project Based Learning)による人材拠点整備

○連邦政府基本指針（2018年7月）
・研究、人材、労働、倫理等、13項目からなるAI戦略を2018年12月策定予定

○新世代人工知能発展計画（2017年7月）
・2030年までに理論、技術、応用全般で世界のトップに
・AIの中心的産業規模を１兆元(約16.8兆円※3)、関連産業規模を10兆元

(約168兆円※3)に

○米国人工知能研究開発計画（2016年10月）
○ホワイトハウス主催AIサミット（2018年5月）
・NISTによる標準化戦略（アーキテクチャ設計）
・米国がAIで主導的立場をとるための政策を議論。今後NSTC下に専門

委員会を設立し検討。

○AI戦略（2018年4月）
・官民投資総額約10億ポンド(約1,500億円※1)規模の戦略

※1：1ポンド＝150円
※2：1ユーロ＝130円
※3：1元＝16.8円

AI戦略（案） 全体俯瞰図
世界のAI投資・研究開発・人材世界のAI戦略

多様性を内包し、持
続可能な発展を遂げ
る社会を実現するため
の新たな「AI戦略」を
司令塔の下で推進

経済発展と社会課題解決の両立：
人手不足 少子高齢化社会 財政支出削減 地域振興

 大阪万博（予定）
2025年

2020年
 東京オリンピック・パラリンピック
 国際人工知能学会(IJCAI)
 RoboCup AP/WRS 2020

健康・医療・介護：持続的・先駆的サービス確立

国土強靭化/物流：災害対応、生産性向上

●一元的・一貫的なデータ利活用環境の整備
●生涯に渡る健康関連データの国民個々人による利活用
●個々人の状況に即した先駆的なサービスの確立
●多様な地域特性に即した持続的サービスの全国展開

●生産から小売りまであらゆるプロセスのデジタル化
●生産ノウハウの高度化と次世代への継承

●インフラの分散型グリッドへの転換による省力化・冗長性確保
●インフラデータの一元的な利活用環境の整備
●データ利活用によるトラック・港湾・海運等のインテリジェント化
●自動・自律運転の段階的導入による早期展開

人材：AI時代を担う人材育成基盤構築
●高校教育の文理分断からの脱却のためのカリキュラム改革、連動する大学入試

改革
●文理を問わず全大学生のAI・数理・データサイエンス教育の履修
●年数万～数十万規模の人材育成基盤
●雇用体系の柔軟化、地域人材の高度化、人材国際化等

農業：世界最高水準のｽﾏｰﾄ農業の早期実現

データ利活用環境の整備と充実
●あらゆる分野でのデータ連携基盤の構築と相互連携

ビジネス・行政：AI駆動型への転換

AI活用により実現すべき社会
（Society 5.0）の絵姿

●産業構造の転換におけるオープンイノベーション
●世界で最も安全安心なビジネス・行政サービスの実現
●スマート契約・決済基盤による経済圏の確立

サイバーセキュリティ：環境の整備と充実
●あらゆる分野でのサイバーセキュリティの確保

世界へのShowcase

●国民誰もがAI・数理・データサイエンス
の素養を習得
●ダブルメジャー制度などを活用し、専門
領域において、AI・数理・データサイエンス
の知見を活用する人材を輩出

● 中長期戦略観点から、今後、必要な取り
組みを追加
● 取り組みテーマに応じ、アドホックに新たな
会議メンバーを招集

イノベーション戦略会議の下
に、中長期的なビジョン・標準
化戦略に基づき、以下の取り
組みを推進する「AI戦略の
司令塔」の確立と推進

教育改革

研究開発

●明確な中長期戦略に基づく、研究成
果の社会受容（成果供出を先取りした
規制改革、標準化を含めた関連施策の
推進）
● 多様性を内包した生活・ビジネス環
境の構築
● 成果の国際展開

●「戦略と創発」の理念の元、明確な中
長期戦略に基づく我が国全体のAI研究
の方向性策定
●工学的見地からの、現実の社会課題
の解決を目的とするAI研究の再構築
（AI工学）
● 戦略プログラム群の土台となり、社会・
産業・就業構造の転換に資するデータ利
活用環境の整備とデータ集約

社会実装

（※4）例えば、医学部進学との比較。開業医の平均年収は約2,500万円

AI戦略パッケージ（重点方針に基づく具体的な施策）重点方針
AI戦略の司令塔の構築

教育改革

研究開発

社会実装

米国、中国は

日本の約7.5倍

第31回米国人工知能学会投稿論文数(2017)

研究開発
米国は日本の約7倍

データ分析の訓練を受けた大学卒業生数(2008)

人材
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現状の課題 実現政策

人材

AI時代に求められる人材像/処
遇が不明確

AIを理解し、自らの専門分野に
活用できる人材が圧倒的に不足
「読み書きそろばん」であるAIリテ

ラシーが欠如
AI実践力を強化する人材育成シ

ステムの欠如

AI時代に求められる出口を明確化して教育システムを改革
 認定制度（ニーズを踏まえた教育内容をレベル別に設定し、

教育プログラムや資格を認定。認定者に対する産業界での
採用や処遇改善を促進）

 ダブルメジャー（自らの専門分野とAIを共に専攻（専門
分野×AI）に向けた抜本的な大学改革）

 全員がＡＩリテラシー（小・中・高及び高等教育で、AI
時代に身に着けるべき基礎的素養を学習）

 産業や地域社会の実課題をAIで解決できる実践力を持
つ人材の育成プラットフォーム創設

データ
信頼できるデータの欠如（不適

切なデータにより、AIが誤作動や
判断を誤るおそれ）

 AIを用いた製品・サービスの信頼性を担保する仕組みを構築
（注：データ連携は別途対応）

倫理

悪意や無自覚によるビッグデータ、
AIの不適切な活用が社会混乱
を惹起するおそれ
世界的なAI倫理に関する議論と

の協調

 人間中心、プライバシー、セキュリティ等からなる「人間中心のAI社
会原則」とりまとめ、国際的な議論を主導

人工知能（AI）の利活用に対し、
 第一弾として、特に重要な「人材」、「データ」、「倫理」に関して進めるべき政策を策定
 今後、さらに検討し、「研究開発」、「社会実装」に関する実現政策を来年夏までに策定予定

出口

専門

一般

実践

AI戦略パッケージ骨子（案）【概要】
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 素養・スキル（出口）に応じた人
材の質を担保する仕組みを構築

• ニーズを踏まえたAI・数理・データサ
イエンスの教育プログラムや資格をレ
ベル別に認定する仕組み

• 産業界における採用や処遇の改善
（経団連等との連動）

 「専門分野×AI」に向けた学位課
程の柔軟な設置を可能にする制度
の構築

 小中高大の教育システム改革

 全ての人がAI・データサイエンスを使いこなすリテラシーを身につけることを目指す
 世界のトップレベル育成からリテラシー教育まで施策を総動員して教育システムをさらに強化

１００万人/年
（高校卒業者全員）

十数万人/年

数千人/年

５０万人/年
（大学卒業者全員）

（高校の一部、高専・大学の25～30%）

（エキスパートの5%程度）

グローバル
エキスパート教育

エキスパート教育

 より高度な知識、スキルの取得

 AI・数理・データサイエンス×専門
分野の取得

 AI・数理・データサイエンスを利活用
する実践的な知識、スキルの取得

AI･数理･データサイエンス教育の
全大学への展開

リテラシー教育
 AI時代に身につけておくべき素

養（新たな読み書きそろばん）
を誰もが取得

目 標

 産業や地域社会の実課題をAIで解決する実践力と起業家
精神を醸成する育成プラットフォーム創設

• 競争的な環境下、課題解決型学習（PBL）による育成

アントレプレナー育成

出口を明確化して教育システムを改革
（新卒100万人がAI活用能力取得へ） （100人程度/年）

グローバルトップ育成

人材



71

課 題

 ノイズや偏ったデータによっては、AIが信頼できる結果を出すことができない可能性
 AIを安全・安心に社会実装するためには、信頼できる品質のデータによりAI製品・サービスの

信頼性を担保する仕組みが必要

 データ品質指標とその測定手法の策定
及び国際標準化
データの設計及び生成、利用に関する信頼

性を指標化、評価方法の確立
国際標準化を日本が主導

 第三者評価プロセス（＋ガイドライン）
の整備
第三者機関における客観評価環境の整備

実現政策

AI

AI採用
システム

過去の採用者データ
（男性多い）

入
力 不採用

採用

学習データの
バイアスによる
AIの不適切な判断

STOP標識に文字のテープを
貼っただけで、速度制限に読み
間違えてしまった例

■少しのノイズで誤認識

■過去のデータで不適切な判断

AI

AIを安全・安心に社会実装するため、
AI製品・サービスの信頼性を担保する

仕組みを構築

データ
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７つの原則からなる「人間中心のＡＩ社会原則」を早急に取りまとめ

世界でAI倫理の議論が進展。今後、倫理問題が製品・サービスの取引に大きな影響を及ぼ
す可能性
我が国として人間中心のAI社会原則を早急にとりまとめ、国際的な議論を主導することが必要

ＡＩ利活用の不安の例
 【犯罪予防】偏った過去のデータによる学習によって、AIによる再犯リスクの予測が人種によって偏った結果を算出
 【購買】個人の知らないところで、AIが趣向や支払能力等を判断

ＡＩが社会に受容されるための原則が必要

人間中心の原則 AIは人間の能力や創造性を拡張 等
教育・リテラシーの原則 必要な教育機会の提供 等
プライバシー確保の原則 個人情報の適正流通・利用 等
セキュリティ確保の原則 重要インフラの停止や個人情報の漏えい等の防止 等
公正競争確保の原則 データ保有による不公正な競争の防止 等
公平性、説明責任、
透明性（FAT）の原則 AI利用による公平性、透明性のある意思決定、説明責任確保 等

イノベーションの原則 AIで活用されるデータを相互利用できる環境の整備 等

倫理
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 産官学のコミットが継続せず（過去の戦略では産官学として進捗を継続的に評価・対応せず）
 シーズ発の思考に偏重（新たな産業・市場をつくる視点からのバックキャストの思考が欠如）
 投資すべき対象、取るべき対応が総花的（結果、多くの分野で産業化に遅れ）

 バイオテクノロジーは、近年の飛躍的な発展に
より、全産業がバイオ化するとも言える情勢。
OECDは将来の市場拡大への貢献を予測。

 欧米、中国等は、研究開発のみならず、規制
や公共調達などの施策を総動員し、バイオを
国家戦略に位置づけ。

 我が国は、統合イノベーション戦略に基づき、
医療・非医療分野が一体となった新たなバイ
オ戦略について、来年夏を 目指して策定する
こととしている。

「The Bioeconomy to 2030」（OECD）

・バイオテクノロジーは2030年にOECDのGDP約
200兆円の市場形成に寄与

(分野別シェア：健康・医療25%、工業39%、農業36％）
・全GDPに貢献する比率は、2000年台の１％未満
から2030年にはおよそ2.7％に成長

米国：National Bioeconomy Blueprint ほか
バイオ由来製品による市場・雇用の創出、合成生物学、精密医療の
推進 等

欧州：Innovation for Sustainable Growth: 
A Bioeconomy for Europe (2018年改訂) ほか
バイオ由来製品による市場・雇用の創出、個別化医療の推進 等

中国：「科学技術イノベーション2030」の一環で取組を推進
育種、環境保全、精密医療に関連する取組 等

○過去の戦略における課題

○背景

 産官学がその推進にコミットする戦略の策定
 新市場創出・海外市場獲得からのバックキャストとフォローアップ
 我が国の強みを活かした、目指すべき社会像・市場領域の設定

○戦略検討の方向

有識者会議を設置し、本格検討を開始

第３回統合イノベーション戦略推進会議資料

バイオ戦略について
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○第５期科学技術基本計画（平成２８年１月２２日 閣議決定）
第２章 未来の産業創造と社会変革に向けた新たな価値創出の取組
（３）「超スマート社会」における競争力向上と基盤技術の強化
② 基盤技術の戦略的強化
ii）新たな価値創出のコアとなる強みを有する基盤技術
（略）
・革新的な計測技術、情報・エネルギー伝達技術、加工技術など、
様々なコンポーネントの高度化によりシステムの差別化につながる「光・
量子技術」

○統合イノベーション戦略（平成３０年６月１５日 閣議決定）
第６章 特に取組を強化すべき主要分野 （６）その他の重要な分野
⑤ 光・量子基盤技術分野
（略）

 光・量子分野については、国際競争が激しく、第５期科学技術基本計画及び統合イノベー
ション戦略において、取組を強化すべき分野と位置づけ。

 今後、課題や社会実装を睨んだ研究開発の方向性を明確化する必要。

有識者会議を設置し、本格検討を開始

第３回統合イノベーション戦略推進会議資料

光・量子分野について
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＜大手ＩＴ企業＞

Google
量子人工知能研究所を設立（2013年～）

IBM
5年間で30億ドルの研究投資（2014年～）

Microsoft
Station Qを設立（2005年～）

Alibaba
中国科学院に量子計算実験室を設立
（2015年～、3千万元/年）

 2017年6月、欧州委員
会の有識者会議が｢量
子技術フラッグ

シップ最終報告書｣をとりまとめ
 2018年から10年間で、10億ユーロ

(約1250億円)規模のプロジェクト
「Quantum Technology Flagship」を
開始

○ 近年、「第二次量子革命」が到来。米欧中を中心に海外では、「量子技術」はこれまでの常識を凌駕し、社会に変革をもたらす重
要な技術と位置づけ、政府主導で研究開発戦略を策定し、研究開発投資額を増加。

○ 各国の大手ＩＴ企業も積極的な投資を進めており、ベンチャー企業の設立・資金調達も進んでいる。

世界的な競争が激化する中、量子技術をどのように推進するか岐路に立たされている

注）為替レートは、発表時の当該月の我が国財務大臣が公示する基準外国為
替相場及び裁定外国為替相場をもとに算定

 2018年9月、国家科学
技術会議が｢量子情報
科学の国家戦略

概要｣を策定
毎年2億ドル(約218億円)オーダー

の投資を現在実施。2019年より5年
間で13億ドル(約1,400億円)規模の
投資を連邦議会で議論中

量子技術に関する大
型プロジェクトを2014
年より総額2.7

億ポンド(約456億円)で実施 (５年
計画)

 ｢科学技術イノベーション第13次五カ年計画(2016年)｣において、
量子通信と量子コンピュータを重大科学技術プロジェクトとて位
置づけている。

 ｢量子情報科学国家実験室｣を安徽省合肥市に約70億元(約1,200億円)かけ
て建設中(2020年完成予定)

 2018年9月、｢量子技
術の基本計画｣を閣議
決定

 2021年までに、量子技術の研究開
発のために6.5億ユーロ(約845億
円)を投資

○政府の取組 ○代表的な企業の取組

＜ベンチャー＞
D-wave
世界初の商用量子アニーリングマシンを販
売。２億ドルを資金調達。

Rigetti
超伝導型量子コンピュータを開発。約1.2億
ドルを資金調達。

第３回統合イノベーション戦略推進会議資料

量子技術を取り巻く諸外国の動向
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